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２００８年度の設備投資計画の特徴 

 

 

－お問い合わせ先－ 

調査部   塙
はなわ

       Tel： 03 (3244) 1842   E-mail： kehanaw@dbj.go.jp  

鶴田（地域別） Tel： 03 (3244) 1848   E-mail： tatsuru@dbj.go.jp

 下振れ懸念のなか、プラス計画ながらも伸び鈍化 

－ グローバル・資源高対応や次世代製品など業種をこえた戦略投資は増加 － 

《 地域別： 一部で減少に転じるものの７地域で増加 》 
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Ⅰ．要旨 

 
１． 大企業（資本金10億円以上）の2008年度設備投資計画は、５年連続増加（4.1％増）となる。

ただし、先行きに下振れ懸念が強まるなか、伸び率は鈍化している。 

 

２． 製造業（6.8％増）は、前年度の大型投資が一段落する紙・パルプや電気機械は減少する

が、完成車の大型工場新設や基幹部品などへの投資で増加する自動車、旺盛な外需により産

業用機械が好調な一般機械、電池・液晶関連向け部材や高機能化学品などへの投資が積極化

する化学が高い伸びとなるため、全体では増加する。非製造業（2.4％増）は、前年度の大型

案件剥落で運輸は減少するが、電源開発や送配電設備で引き続き増額を計画する電力、スー

パーやコンビニなどの新規出店・改装投資がおこなわれる小売が大きく増加し、全体では増

加する。 

投資動機（製造業）をみると、「能力増強」のウエイトが高水準ながら低下、「維持・補修」

や「研究開発」、「合理化・省力化」などのウエイトが上昇する。 

収益をみると、製造業がサブプライムローン問題を契機とする米国景気の変調、資源価格

高騰による原燃料費増加、ドル安円高などの影響をうけ約２割の減益、非製造業も減益とな

り、全産業の経常損益は11.7％の二桁減の計画である。 

 

３． 今回の投資内容の特徴をまとめると、以下の４点が挙げられる。 

① グローバル需要獲得のための増強： 一般機械、自動車、電気機械、精密機械、その他 

② 資源高・省エネ対応: 鉄鋼、自動車、小売、化学 

③ 既存市場における再編・効率化： 電力、自動車、食品、化学（医薬品）、小売、通信 

④ 新領域・次世代製品： 太陽電池、二次電池、薄型

企業行動からみると、外部環境の激変下においても資

投資が継続するほか、業種内では一部の企業に投資が集

製品での戦略投資がみられる。 

 

４． 付帯調査の主な結果は次のとおりとなっている。 

① サブプライムローン問題等の内外設備投資への影

約３割の企業が今年度収益の下振れを見込んでお

機関の貸出態度も、先行き総じて厳格化が進む見

② 海外での設備投資は堅調に推移。北米や欧州で減

③ 情報化投資は３年連続で増加。業務効率化や他社

④ 研究開発費は製造業全業種で増加。減益が見込まれ

ず。 

 

５.  大企業・中堅企業（資本金１億円以上）の2008年度地

るものの７地域で増加し、全国計では増加（2.9％増）と
パネル 

源高・省エネ対応などやらざるをえない

中し、また業種をこえた新領域・次世代

響は現段階では限定的である。しかし、

り、先行き不透明感は強い。取引金融

込み。 

少となるが、アジアでは増加となる。 

との差別化のための投資がみられる。 

るなかでも研究開発重視の姿勢は変わら

域別設備投資計画は、一部で減少に転じ

なる。 

以 上 
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Ⅱ．調査結果（大企業：資本金10億円以上） 
１．設備投資動向 

図表１ 2007・2008・2009年度 設備投資動向 

（単位：億円、％）

2007年度（実績） 2008年度（計画） 2009年度（計画)

2006年度 2007年度 増減率 2007年度 2008年度 増減率 2008年度 2009年度 増減率

実　　績 実　　績 07/06 実　　績 計　　画 08/07 計　　画 計　　画 09/08

全 産 業 208,143 224,168 7.7 243,205 253,277 4.1 75,478 74,820 ▲ 0.9

製 造 業 86,197 91,857 6.6 97,000 103,591 6.8 17,062 15,599 ▲ 8.6

非製造業 121,947 132,311 8.5 146,205 149,686 2.4 58,416 59,221 1.4

(共通会社 2,214社) (共通会社 2,438社) (共通会社 1,140社)
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（注）１. 前年度との共通回答会社による増減率 

２. 2006年度まではP.24付属図表２の８月実績参照 

 

 (１)2007年度の設備投資実績 

2007年度の設備投資実績は、製造業が５年連続の増加となったほか、非製造業も増勢を強め３

年連続の増加となったことから、全産業（7.7％増）では４年連続の増加となった。 

製造業（6.6％増）は、電気機械が薄型ディスプレイおよび半導体関連、非鉄金属がシリコン

ウエハーや金属製錬、化学が高機能化学品、一般機械が産業用機械など、いずれも能力増強投資

が活発化し、増加に寄与した。 

非製造業（8.5％増）は、電力が電源開発や送配電設備への投資、運輸が鉄道での安全対策や

新線建設、不動産が首都圏や大阪での再開発・建替プロジェクトなどから、いずれも大きく増加

し、全体を牽引した。 

図表２ 1986-2008年度 設備投資増減率推移 
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(２)2008年度の設備投資計画 
大企業（資本金10億円以上）の2008年度設備投資計画は、製造業、非製造業ともに引き続き増加と

なることから、全産業では増加（4.1％増）となる。しかし、先行きに下振れ懸念が強まるなか、伸

びは鈍化している。 

製造業（6.8％増）は、前年度の大型投資が一段落する紙・パルプや電気機械は減少するが、

完成車の大型工場新設や基幹部品などへの投資で増加する自動車、旺盛な外需により産業用機械

が好調な一般機械、電池・液晶関連向け部材や高機能化学品などへの投資が積極化する化学が高

い伸びとなるため、全体では増加する。 

非製造業（2.4％増）は、前年度の大型案件剥落で運輸は減少するが、電源開発や送配電設備

で引き続き増額を計画する電力、スーパーやコンビニなどの新規出店・改装投資がおこなわれる

小売が大きく増加し、全体では増加する。 

投資動機（製造業）をみると、「能力増強」のウエイトが高水準ながら低下、「維持・補修」や

「研究開発」、「合理化・省力化」などのウエイトが上昇する。 

設備投資は依然としてキャッシュフローの範囲内にあるものの、全産業ベースの経常損益が二

桁減となることをうけキャッシュフローが減少するため、設備投資のキャッシュフローに対する

比率は４年連続で上昇する。 

 

(３)今回調査の特徴（2008年度設備投資計画について） 
今回の投資内容の特徴をまとめると、以下の４点が挙げられる。 

① グローバル需要獲得のための増強： 一般機械、自動車、電気機械、精密機械、その他 

② 資源高・省エネ対応: 鉄鋼、自動車、小売、化学 

③ 既存市場における再編・効率化： 電力、自動車、食品、化学（医薬品）、小売、通信 

④ 新領域・次世代製品： 太陽電池、二次電池、薄型パネル 

企業行動からみると、外部環境の激変下においても資源高・省エネ対応などやらざるをえない投資

が継続するほか、業種内では一部の企業に投資が集中し、また業種をこえた新領域・次世代製品での

戦略投資がみられる。 

 

(４)2009年度の設備投資計画 
 2009年度の設備投資計画は、製造業が8.6％減、非製造業が1.4％増、全産業では0.9％減の計

画となっているが、当年度計画に比べると回答企業が少なく、現時点では未確定な部分が多い。 
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２．業種別設備投資動向の特色  

図表３ 業種別増減率・構成比のスカイライングラフ

【2007年度】
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【2008年度】
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 2008年度主要産業の特色 

主要産業の投資動向および内容は以下の通りである。なお、上段の数字は2008年度計画額の

全産業に占める構成比を、下段（ ）内の数字は当該産業の設備投資の増減率（2007年度→2008

年度）を示す。 

 

＜製造業＞ 

食 品 

1.8％ 

（4.2％→2.6％） 

： 畜産加工食品は大型投資の一段落により減少し、ビール・酒類も減少する

が、その他食品が生産拠点再編を目的とした工場新設などにより増加する

ため、全体では引き続き増加となる。 

紙 ・ パ ル プ 

0.9％ 

（24.4％→▲32.6％） 

： 生産コスト削減のための合理化投資は引き続きおこなわれるが、塗工紙の

能力増強投資が減少するため、大幅な減少に転じる。 

化 学 

5.5％ 

（9.5％→13.6％） 

： 電池・液晶関連向けの電子部材や工業ガスなどへの投資が積極化し、炭素

繊維をはじめとする高機能化学品への投資が継続するほか、医薬品を中心

とした研究開発機能強化や工場集約に伴う投資もみられ、６年連続の増加

となる。 

石 油 

1.2％ 

（▲20.2％→21.5％） 

： 製油所での石化原料の能力増強や重質油分解装置の導入などに加え、サー

ビスステーションのセルフ化投資も続くため、増加に転じる。 

窯 業 ・ 土 石 

1.3％ 

（13.7％→10.8％） 

： ガラスは薄型ディスプレイ関連での積極的な能力増強や集約化があるほ

か、セメントで鉱山開発や安全対策の投資もみられることから、６年連続

の増加となる。 

鉄 鋼 

3.5％ 

（7.8％→5.0％） 

： 普通鋼は高炉改修のほか、原材料高に対応した合理化投資や環境対策投資

に加え、高級鋼材の能力増強も引き続き増加する。特殊鋼やその他鉄鋼も

増加するため、全体では６年連続の増加となる。 

非 鉄 金 属 

1.8％ 

（36.1％→8.5％） 

： シリコンウエハー投資は一服するものの、金属製錬や電子材料関連などの

増加をうけ、６年連続の増加となる。 

 

一 般 機 械 

4.5％ 

（6.9％→17.8％） 

： 産業用機械が旺盛な外需による能力増強や国内工場向け液晶関連の大

型投資で引き続き大幅増となるほか、ボイラー・原動機、金属加工機械、

事務民生用機械も増加し、６年連続の増加となる。 

電 気 機 械 

7.9％ 

（8.3％→▲4.1％） 

： 半導体関連が大型投資の一段落などにより大幅減に転じるため、電子機器

や電気機器、その他の電子部品は堅調に推移するものの、６年ぶりの減少

となる。 

精 密 機 械 

0.8％ 

（15.0％→1.0％） 

： 医療用機器および半導体製造装置が減少に転じるものの、デジタルカメラ

が引き続き増加することから、全体では増加となる。 

自 動 車 

8.6％ 

(1.0％→15.3％） 

： 外需取り込みを企図した完成車の大型工場新設や生産拠点再編のほか、環

境・安全関連などでの基幹部品や車両関連の投資も活発化することから、

引き続き増加となる。 
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＜非製造業＞ 

卸 売 ・ 小 売 

4.4％ 

（5.8％→13.9％） 

： 小売は、百貨店が減少するものの、スーパーやコンビニ、家電専門店の新

規出店・改装投資などにより引き続き増加する。卸売も物流センター建設

などで増加に転じるため、全体では引き続き増加となる。 

不 動 産 

5.3％ 

（29.3％→▲21.7％） 

： 首都圏や大阪での再開発・建替プロジェクトが底堅く推移するものの、首

都圏で一部大型開発案件が一服したことに加え、前年度の大型中古資産売

買の剥落もあり、全体では減少に転じる。 

運 輸 

9.0％ 

（21.9％→▲6.5％） 

： 首都圏空港整備は投資規模拡大となる。鉄道は新線建設など大型案件が継

続し、ほぼ横ばいとなる。航空機、物流ターミナル、海運は大型案件の剥

落などで減少するため、全体では減少に転じる。 

電 力 

10.4％ 

（26.2％→19.2％） 

： 電力需要増への対応や設備経年化対策などにより電源開発や送配電設備

への投資が引き続き増加することから、引き続き二桁増となる。 

通 信 ・ 情 報 

10.4％ 

（▲4.8％→2.8％） 

： 移動体通信の投資が一服するものの、次世代通信ネットワークの商用化な

どを契機とした固定通信への投資が活発化し、全体では増加に転じる。 

リ ー ス 

15.7％ 

（▲7.0％→4.4％） 

： 業種別では製造業向けが増加に転じ、機種別では輸送用機器や情報関連機

器など総じて投資増となるため、増加の計画となる。 

サ ー ビ ス 

1.4％ 

（1.2％→6.3％） 

： アミューズメント施設で投資が一段落するものの、ホテルは引き続き増加

し、事業所向けサービスなども増加するため、全体では３年連続の増加と

なる。 
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３．設備投資・キャッシュフロー比率（主業基準分類） 

 2008年度の収益計画をみると、売上高は、製造業、非製造業とも増収の見通しであり、全産業

では3.6％の増収を見込んでいる。利益は、引き続き減益を見込む。サブプライムローン問題を

契機とする米国景気の変調、資源価格高騰による原燃料費増加、ドル安円高、減価償却費増加な

どをうけ、製造業が約２割減と大幅な減益を見込んでおり、全産業でも11.7％の二桁減益となる

見込みである。 

 設備投資の水準は依然としてキャッシュフローの範囲内にあるものの、設備投資のキャッシュ

フロー（経常損益／２＋減価償却費）に対する比率は、2008年度計画では全産業で４年連続で上

昇する（2007年度実績82.5％→2008年度計画87.5％）。製造業は2002年度を底にすでに反転して

おり、６年連続で上昇する（2007年度実績71.7％→2008年度計画77.3％）。非製造業も引き続き

上昇する（2007年度実績92.8％→2008年度計画97.3％）。 

このように、設備投資の伸びはキャッシュフローの伸びを上回っており、企業が収益悪化を見

込むなかにおいても、現段階の投資姿勢には底堅さがうかがえる。 

 

 （単位：％）

増　　収　　率 増益（経常）率
 設　備　投　資 ・
キャッシュフロー比率

設 備 投 資 ・
減価償却費比率

1,625社 1,742社 1,625社 1,742社 

2007年度 2008年度 2007年度 2008年度 2007年度 2008年度 2007年度 2008年度

実　績 計　画 実　績 計　画 実　績 計　画 実　績 計　画

5.9 3.6 ▲ 3.0 ▲11.7 82.5 87.5 133.1 132.2

7.5 3.8 0.5 ▲18.5 71.7 77.3 135.7 126.1

4.0 3.4 ▲ 8.1 ▲ 1.2 92.8 97.3 131.2 137.3

　　（注）　設備投資・キャッシュフロー比率＝〔 設備投資 ÷ ( 経常損益 ／２ ＋ 減価償却費 ）〕 × 100

1,742社

非製造業

全 産 業

製 造 業
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図表４ 設備投資・キャッシュフロー比率 

図表５ 設備投資・キャッシュフロー比率の推移 
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図表７ 設備投資とキャッシュフローの水準（89年度＝100）（製造業） 

図表８ 設備投資とキャッシュフローの水準（89年度＝100）（非製造業） 

図表６ 設備投資とキャッシュフローの水準（89年度＝100）（全産業） 
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４．投資動機  
2008年度の投資動機の特徴 

2008年度の全産業の投資動機（2007・2008年度共通回答会社数 1,822社）をみると、前年度に

比し、「能力増強」のウエイトが低下し、「新製品・製品高度化」「合理化・省力化」「研究開

発」「維持・補修」のウエイトが上昇する。 

製造業では、「能力増強」のウエイトが、紙・パルプ、鉄鋼などを中心に素材型産業において

大きく低下するほか、加工・組立型産業でも、電気機械などで低下する。一方、「維持・補修」

など「能力増強」以外の項目のウエイトは上昇するが、加工・組立型産業では、電気機械、食品

などを中心に「新製品・製品高度化」および「その他」のウエイトが低下する。非製造業では、

不動産、運輸などで「能力増強」のウエイトが低下する一方、電力・ガス、不動産、運輸などで

「維持・補修」のウエイトが上昇する。 

現項目にて投資動機の調査を開始した1986年度以降における、製造業の時系列推移をみると、

「能力増強」のウエイトが、調査開始以降 大となった2007年度を若干下回るものの、引き続き

高水準で推移する。「新製品・製品高度化」「合理化・省力化」「研究開発」のウエイトは調査

開始以降 小となった2007年度を上回るが、加工・組立型産業では、「新製品・製品高度化」の

ウエイトが引き続き低下する。「維持・補修」のウエイトは、加工・組立型産業で４年連続の上

昇となる一方で、素材型産業では５年ぶりの上昇となる。 

 

 

図表９ 2007・2008年度 投資動機 

(共通会社 1,822社) （単位：％）

2007 2008 2007 2008 2007 2008 2007 2008 2007 2008
実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画

能 力 増 強 49.0 44.3 42.8 38.4 43.0 34.9 42.5 40.8 54.0 49.2

新製品・製品高度化 7.0 7.6 12.3 12.4 3.5 5.1 20.4 19.0 2.7 3.6

合 理 化 ・ 省 力 化 6.4 7.1 10.0 11.0 12.5 13.8 8.2 9.0 3.5 3.7

研 究 開 発 3.3 4.0 6.2 7.7 3.4 5.0 8.7 10.3 1.0 1.0

維 持 ・ 補 修 21.5 24.3 16.6 18.3 22.1 23.9 11.4 12.6 25.4 29.3

そ の 他 12.8 12.8 12.1 12.2 15.5 17.2 8.9 8.3 13.3 13.2

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

非製造業全　産　業 製　造　業 素　材　型 加工・組立型

 

（注）本表における「研究開発」とは、自社の有形固定資産に対する国内投資のうち、研究開発目的のウエイト 

  を示しており、P.16における研究開発費とは異なる。図表10同様。 
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図表10 製造業投資動機ウエイトの推移 
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（注）素材型：繊維、紙・パルプ、化学、窯業・土石、鉄鋼、非鉄金属 

    加工・組立型：食品、一般機械、電気機械、精密機械、輸送用機械、その他の製造業 

（製造業） 

新製品・ 
製品高度化
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５．海外での設備投資（主業基準分類） 

（１）2007年度の海外での設備投資実績 

2007年度の海外での設備投資（2006・2007年度共通回答会社数 1,103社）は、自動車が高水

準横ばいで推移するなか、電子材料の増産から非鉄金属で増加したほか、運輸や石油の積み増

しもあり、全産業で22.7％の増加となった。 

 
（２）2008年度の海外での設備投資計画 

2008年度の海外での設備投資（2007・2008年度共通回答会社数 1,359社）は、全産業で2.1％

増となる。全体の約３／４を占める製造業は、石油が前年度の積極展開の反動から減少、非鉄

金属も電子材料の増産投資が一服する。一方、自動車では北米での現地生産投資は頭打ちとな

るものの、欧州（ロシアを含む）や中国などへの展開を進めて増加するほか、鉄鋼、一般機械

なども続伸し、全体では4.9％の増加となる。非製造業では、前年度に新造船で倍増した運輸の

反動減により、減少となる。 

地域別にみると、アジア（2007年度増減率→2008年度増減率：23.7％増→6.3％増）では自動

車は横ばいながら、紙・パルプ、鉄鋼などの増産投資、石油の資源開発などから、増加する。

北米（同：17.5％増→5.5％減）では、太宗を占める自動車が高水準ながら現地生産体制整備の

一段落などから減少し、2004年度以来の減少となる。欧州（ロシアを含む）は自動車が増加す

るものの、運輸や不動産の減少により、減少となる。 

海外投資に回答のあった企業の国内投資は紙・パルプ、電気機械などが減少しており、製造

業全体では1.4％増と、海外投資の4.9％増を下回るため、海外／国内設備投資比率(外／内比率)

は、2007年度の53.4％から2008年度に55.2％へ上昇する。 

業種別には、世界的に現地生産体制の整備を進める自動車は基調として海外投資が国内投資

を上回る傾向にあるが、2008年度は、昨年に引き続き、国内でもグローバル需要を睨んだ開発・

生産拠点投資から海外を上回る伸び率となり（国内7.1％増、海外2.3％増）、外／内比率は2007

年度の117.1％から2008年度に111.8％へ低下する。電気機械は、国内で半導体関連の大型投資

一段落から減少となる一方、海外ではほぼ横ばいで推移する（国内11.3％減、海外0.2％増）こ

とから、外／内比率は2007年度の29.8％から2008年度に33.7％へと高まる。 

素材型産業では、化学は国内投資の増加から外／内比率は低下（2007年度22.7％→2008年度

19.6％）する一方、非鉄金属では、海外で大型の拠点整備のあった前年度から減少する（同：

58.1％増→12.6％減）ことから、外／内比率は2007年度の51.6％から2008年度に38.1％へ低下

する。 
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（共通会社 1,359社） （単位：億円、％）

増減率

金　額 構成比 金　額 構成比 08/07

製 造 業 25,790 73.9 27,061 76.0 4.9 

非 製 造 業 9,094 26.1 8,556 24.0 ▲ 5.9 

合　計 34,884 100.0 35,617 100.0 2.1 

北　米 10,952 31.4 10,351 29.1 ▲ 5.5 

欧　州 5,249 15.0 4,991 14.0 ▲ 4.9 

アジア 13,099 37.6 13,924 39.1 6.3 

（うち中国） (3,313) (9.5) (3,703) (10.4) (11.8)

その他 5,584 16.0 6,351 17.8 13.7 

2007年度（実績） 2008年度（計画）

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表13 海外／国内設備投資比率
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製造業 　(自動車) 　(電気機械) 　(化　学)   (非鉄金属)

％

2007年度

2008年度

 

（注）１.海外での設備投資は、連結決算を作成している企業は連結ベースの設備投資額を、 

     連結決算を作成していない企業は本体および出資比率（間接を含む）が50％以上の 

海外子会社による設備投資をいう。 

      ２.「その他」は、地域分類が不明である企業の海外設備投資総額を含んでいる。 

      「中国を除くアジア」は、「中国」と「その他アジア」の分類が不明である企業の 

アジアでの設備投資額を含んでいる。 

（注）（ ）内は構成比（2007年度実績、製造業の海外投資額＝100％） 

（注）海外／国内設備投資比率＝（海外での設備投資÷国内設備投資）×100 

図表11 海外での設備投資 

図表12 国内設備投資と海外設備投資との関係（製造業） 
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６．情報化投資（主業基準分類） 
（１）2007年度の情報化投資実績 

2007年度の情報化投資（2006・2007年度共通回答会社数 1,305社）は、製造業、非製造業と

もに前年度を上回り、全産業で3.9％増と引き続き増加となった。製造業では、食品、石油な

どが減少したものの、電気機械などが増加し、1.6％の増加となった。非製造業では、卸売・

小売、サービスなどが減少したものの、通信・情報、運輸、リースなどが増加し、5.5％の増

加となった。  
 

（２）2008年度の情報化投資計画 

2008年度の情報化投資（2007・2008年度共通回答会社数 1,483社）は、11.3％増と３年連続

の増加となる。製造業では、ＩＴの積極的な活用により業務効率化を進める電気機械、食品、

輸送用機械などにより、11.9％の増加となる。非製造業では、他社サービスとの差別化のため

に店舗システムや情報システムの拡充などをおこなう小売、予約システムの刷新などをおこな

う運輸、システム更新投資のある電力などにより、11.0％の増加となる。 

 

 

図表14 情報化投資の概要（2007年度実績） 

（共通会社 1,305社） （単位：億円、％）

情報化/設備投資

2006年度 2007年度

実　　績 実　　績

全  産  業 7,182 7,465 3.9 7.4 7.1

製  造  業 2,853 2,899 1.6 8.9 8.9

非 製 造 業 4,329 4,566 5.5 6.6 6.3

増減率
07/06

2006年度
実　　績

2007年度
実　　績

 

（注）情報化投資とは、回答企業が情報化関連投資と認識している範囲の投資 

 

 

図表15 情報化投資の概要（2008年度計画） 

（共通会社 1,483社） （単位：億円、％）

情報化/設備投資

2007年度 2008年度

実　　績 計　　画

全  産  業 8,168 9,092 11.3 7.2 7.6

製  造  業 2,987 3,343 11.9 9.1 9.4

非 製 造 業 5,181 5,750 11.0 6.5 6.8

2007年度
実　　績

2008年度
計　　画

増減率
08/07

 

（注）情報化投資とは、回答企業が情報化関連投資と認識している範囲の投資 
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図表16 情報化投資の構成 

 

その他
21.6％

リース
契約額
15.6％

無形固定
資産

43.5％

有形固定
資産

19.3％

2007年度実績

 

リース
契約額
14.1％

無形固定
資産

46.1％

有形固定
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20.7％

その他
19.2％

2008年度計画
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図表17 情報化投資増減率 図表18 情報化投資調査時点別推移

○リース契約額：

当該年度の新規

契約額 

○その他：費用処理

されるソフトウ

ェア取得費など 

（注）2007・2008年度共通回答 1,483社 



 16

７．研究開発費（主業基準分類） 
（１）2007年度の研究開発費実績 

2007年度の研究開発費（2006・2007年度共通回答会社数 1,381社）は、7.6％増と、調査開

始（2003年度）以来 も高い伸びとなった。全体の９割強を占める製造業は7.6％増となり、

一部に抑制の動きがみられた電気機械は3.2％増とやや鈍化したものの、輸送用機械（7.3％増）

と化学（16.7％増）が牽引した。非製造業は電気・ガス（3.7％増）と通信・情報（9.5％増）

が牽引し、増加（7.0％増）に転じた。 

 
（２）2008年度の研究開発費計画 

  2008年度の研究開発費（2007・2008年度共通回答会社数 1,553社）は、4.2％増となる。製

造業（4.2％増）は全業種で増加となる。上位３業種をみると、輸送用機械では、車の低燃費

化や安全関連技術開発、次世代ハイブリッド車や電気自動車などのエコカー開発が推進される

一方、一部に厳しい収益環境から効率化の動きがみられ、1.7％増の伸びに留まる。電気機械

では、次世代ディスプレイ・半導体などの技術開発は推進されるものの、一部に前年度に引き

続き抑制の動きもあり、2.7％増となる。化学では、競争のグローバル化に伴い開発コストが

増加している医薬品などを中心に、引き続き二桁の高い伸び（10.3％増）となる。非製造業は

電力・ガス（9.2％増）、通信・情報（7.8％増）が牽引し、引き続き増加（6.1％増）となる。 

  

図表19 2007・2008年度研究開発費増減率

（単位：億円、％）

2007年度（実績） 2008年度（計画）

（共通会社 1,381社） （共通会社 1,553社）

2006年度 2007年度 増減率 2007年度 2008年度 増減率

実    績 実    績 07/06 実    績 計    画 08/07

全 産 業 72,603 78,119 7.6 58,630 61,121 4.2

製 造 業 68,834 74,086 7.6 56,349 58,701 4.2

（うち輸送用機械） 24,550 26,345 7.3 23,091 23,487 1.7

（ う ち 電 気 機 械 ） 20,854 21,526 3.2 11,165 11,466 2.7

（ う ち 化 学 ） 8,696 10,145 16.7 8,630 9,524 10.3

非 製 造 業 3,769 4,033 7.0 2,281 2,419 6.1

（うち電力・ガス） 1,052 1,090 3.7 753 823 9.2

（うち通信・情報） 1,589 1,740 9.5 474 511 7.8  

  図表20 研究開発費時点別増減率の推移

　　（単位：％）

前年11月
計画

当年6月
計画

当年11月
見込み

翌年6月
実績

前年11月
計画

当年6月
計画

当年11月
見込み

翌年6月
実績

前年11月
計画

当年6月
計画

当年11月
見込み

翌年6月
実績

2003 4.8 － 3.3 4.9 － 4.4 2.7 － ▲ 7.7

2004 － 5.5 4.8 4.4 － 5.5 5.1 5.4 － 5.5 0.2 ▲ 5.2

2005 2.4 6.0 5.5 4.6 2.3 6.1 5.8 5.7 5.5 5.2 0.6 ▲ 8.7

2006 ▲ 0.1 9.6 － 5.7 ▲ 0.3 9.8 － 6.0 4.2 6.0 － ▲ 0.3

2007 － 7.3 － 7.6 － 7.0 － 7.6 － 16.1 － 7.0

2008 － 4.2 － 4.2 － 6.1

（注）１．2004年２月調査、2006年11月調査は未実施

　　　２．2006年度以降、６月の年１回調査に変更

対象
年度

全産業 製造業 非製造業
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（注）2006・2007共通回答 1,381社
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（注）2007・2008年度共通回答 1,553社
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図表21 2007年度 業種別増減率・構成比のスカイライングラフ 

図表22 2008年度 業種別増減率・構成比のスカイライングラフ 
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参 考 

 

2007年度業種別設備投資動向の特色 
主要産業の投資動向および内容は以下の通りである。なお、上段の数字は2007年度実績額の

全産業に占める構成比を、下段（ ）内の数字は当該産業の設備投資の増減率（2006年度→2007

年度）を示す。 

 

＜製造業＞ 

食 品 

1.7％ 

（▲11.1％→4.2％） 

： 畜産加工食品は設備更新、ビール・酒類は生産体制効率化により増加す

るほか、製菓や飲料などその他食品も増加するため、全体では増加に転

じた。 

紙 ・ パ ル プ 

1.6％ 

（34.4％→24.4％） 

： 塗工紙の能力増強投資が活発化することなどから、３年連続の増加とな

った。 

 

化 学 

5.0％ 

（13.2％→9.5％） 

： 自動車向けを中心とする機能性樹脂や炭素繊維など高機能化学品の能

力増強に加え、医薬品における生産設備増強もあり、５年連続の増加

となった。 

石 油 

1.1％ 

（79.9％→▲20.2％） 

： サービスステーションのセルフ化投資などが増加するが、製油所での低

硫黄化投資などが減少するため、全体では４年ぶりの減少となった。 

窯 業 ・ 土 石 

1.3％ 

（16.1％→13.7％） 

： セメントやガラスがほぼ横ばいのなかで、その他窯業・土石において半

導体関連の大型投資などがみられ、５年連続の増加となった。 

鉄 鋼 

3.6％ 

（35.8％→7.8％） 

： 高炉改修のほか、石油掘削向けなど高級鋼材の需要増に対応する能力増

強により、５年連続の増加となった。 

非 鉄 金 属 

1.7％ 

（18.5％→36.1％） 

： シリコンウエハーや金属製錬などの能力増強により、５年連続の増加と

なった。 

 

一 般 機 械 

4.1％ 

（8.7％→6.9％） 

： 産業用機械や一般機械部品ともに、旺盛な外需による能力増強を主体に

大幅に増加するほか、ボイラー・原動機も増加し、５年連続の増加とな

った。 

電 気 機 械 

9.1％ 

（15.1％→8.3％） 

： 薄型ディスプレイおよび半導体関連の能力増強が引き続き高水準で推

移することに加え、その他の電子部品も堅調に推移することから、５年

連続の増加となった。 

精 密 機 械 

0.8％ 

（▲0.2％→15.0％） 

： デジタルカメラや半導体製造装置が増加することに加え、医療用機器も

増加することから、増加に転じた。 

自 動 車 

7.9％ 

 (▲3.8％→1.0％） 

： 車両関連投資が一服するものの、混流生産に対応した完成車ラインなど

の能力増強を主体に、全体では増加に転じた。 
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＜非製造業＞ 

卸 売 ・ 小 売 

4.1％ 

（▲3.7％→5.8％） 

： 卸売は、物流センター建設先送りなどにより減少となった。小売は、ス

ーパーを中心とした新規出店のほか、百貨店の改装などが増加するた

め、全体では３年ぶりの増加となった。 

不 動 産 

7.6％ 

（17.6％→29.3％） 

： 首都圏や大阪で再開発・建替プロジェクトが進行するほか、再開発・

建替を意図した大型中古資産の取得がおこなわれたことから、３年連

続の二桁増となった。 

運 輸 

10.7％ 

（14.8％→21.9％） 

： 鉄道での安全対策、新線建設、新型車両導入を中心に大幅増となるほか、

航空機や物流ターミナルへの投資も増加し、引き続き二桁増となった。

電 力 

9.9％ 

（▲2.6％→26.2％） 

： 電力需要増への対応や設備経年化対策などにより電源開発や送配電設

備への投資が増加することから、大幅増加に転じた。 

通 信 ・ 情 報 

10.6％ 

（3.5％→▲4.8％） 

： 情報サービスでデータセンター新設が相次ぐものの、第三世代携帯電話

関連投資の一段落による影響が大きく、４年ぶりの減少となった。 

リ ー ス 

12.2％ 

（0.6％→▲7.0％） 

： 業種別では製造業向けが振るわず、機種別では事務用機器、一般機械、

輸送用機器が減少するため、減少に転じた。 

サ ー ビ ス 

1.4％ 

（23.7％→1.2％） 

： ホテルが一部にビジネス向けの積極展開から増加するほか、アミューズ

メント施設の改修があり、引き続き増加となった。 
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調査要領（「2007・2008・2009年度 設備投資計画調査」） 

１．調査目的 

わが国産業界の設備投資の基本的動向を把握することを目的に1956年より実施。 

 

２．設備投資の範囲 

自社の有形固定資産に対する国内投資（ただし、不動産業における分譲用を除く）。原則と

して、建設仮勘定を含む有形固定資産の新規計上額（売却、滅失、減価償却を控除せず。工事

ベース）。 

 

３．調査方法 

アンケート方式（調査票送付。必要に応じ電話聞き取りなどにより補足）。 

 

４．調査の対象企業 

資本金10億円以上の民間法人企業を対象（ただし、農業、林業、金融保険業などを除く）。 

 

５．調査時期 

2008年６月20日（金）を期日として実施。回答時期は主として６月。 

 

６．回答状況 

  対象会社数 有効回答会社数 有効回答率 

主業基準分類 3,470社 2,438社 70.3％ 

事業基準分類 4,090社 2,933社 71.7％ 

 

７．集計について 

（１）産業分類について 

設備投資額および投資動機については、原則として事業基準分類（企業の事業部門を基に分

類）、その他の項目は主業基準分類（企業の主たる業種に基づき分類）で集計。 

（２）調査時点と調査対象年度 

年１回実施。各年度について計画から実績化するまで合計３回（注）の調査を行う。 

対象年度 

調査時点 
2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 

2005年11月 当年度修正計画 翌年度修正計画    

2006年6月 実績 当年度計画 翌年度計画   

2007年6月  実績 当年度計画 翌年度計画  

2008年6月   実績 当年度計画 翌年度計画

（注）2005年度以前は、６月および11月の年２回実施 
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（３）共通会社数について 

2007年度・2008年度の共通会社数は、今回６月調査において、2007年度実績・2008年度当年

度計画に回答のあった社数（主業基準分類）。2008年度・2009年度の共通会社数とは、そのう

ち2008年度当年度計画・2009年度翌年度計画にも回答があった社数。 

 

８．付帯調査について 

設備投資付帯調査の調査要領については以下の通りである。調査対象企業および調査時期に

ついては設備投資計画調査と同じである。 

 

（１）海外での設備投資 

・調査事項：連結決算ベースの海外における設備投資額の2007年度実績および2008年度計画

（連結決算を作成していない企業については本体および出資比率（間接を含む）50％以上

の海外子会社による設備投資額）。 

・設備投資の定義：原則として、建設仮勘定を含む有形固定資産の計上額（売却、滅失、減

価償却を控除せず）。 

 

（２）情報化投資 

・調査事項：単独決算ベースの情報化投資額の2007年度実績および2008年度計画。 

・情報化投資の定義：自社の業務効率化や生産性向上などを目的とした投資（コンピュータ

および周辺機器、通信ネットワーク構築、ならびにソフトウェア開発費などで詳細は各社

が開示資料や社内で使用している定義に準拠）。 

・調査項目：「有形固定資産」、「無形固定資産・投資」（ソフトウェア開発費などで費用処理

されず資産計上されるもの）、「リース契約額」（当該年度のリース料ではなく、新たに締

結するリース契約額）、「その他経費処理額」（費用処理されるソフトウェア取得費（製作

費を含む）、備品費として処理されるパソコンや事務関連機器であり、フロッピーディス

クなどの消耗品は含まない）の４項目。 

 

（３）研究開発費 

・調査事項：単独決算ベースの研究開発費の2007年度実績および2008年度計画。 

・研究開発費の定義：研究開発に関わる人件費、原材料費、固定資産の減価償却費および間

接費の配賦額など、全ての費用（詳細は各社が開示資料や社内で使用している定義に準拠）。 

 



 22

付 属 図 表 
 

 

付属図表 １ 2007・2008・2009年度 業種別設備投資動向....................... 23  

付属図表 ２ 設備投資調査時点別増減率の長期推移............................. 24 

付属図表 ３ 同上参考グラフ ................................................ 25 

付属図表 ４ ６月（８月）調査における設備投資・キャッシュフロー比率の推移... 26 

付属図表 ５ 業種別設備投資・キャッシュフロー比率........................... 27 

付属図表 ６ 業種別投資動機 ................................................ 28 

付属図表 ７ 業種別研究開発費の動向 ........................................ 29 

 



 23

付属図表１ 2007・2008・2009年度 業種別設備投資動向 

　　（単位：億円、％）

設　　備　　投　　資　　額 増　　　減　　　率 構　　成　　比

2,438社 1,140社 2,438社

2007年度 2008年度 2008年度 2009年度 07/06 08/07 09/08 2007年度 2008年度

実　　績 計　　画 計　　画 計　　画    実　　績 計　　画

全　産　業 243,205 253,277 75,478 74,820 7.7 4.1 ▲ 0.9 100.0 100.0

製　造　業 97,000 103,591 17,062 15,599 6.6 6.8 ▲ 8.6 39.9 40.9

　食　　品 4,346 4,458 668 667 4.2 2.6 ▲ 0.2 1.8 1.8

　繊　　維 855 848 141 132 63.1 ▲ 0.8 ▲ 6.4 0.4 0.3

　紙・パルプ 3,550 2,392 232 240 24.4 ▲32.6 3.6 1.5 0.9

　化　　学 12,157 13,806 3,457 3,009 9.5 13.6 ▲12.9 5.0 5.5

　石　　油 2,521 3,062 501 541 ▲20.2 21.5 7.8 1.0 1.2

　窯業・土石 2,979 3,299 296 299 13.7 10.8 1.0 1.2 1.3

　鉄　　鋼 8,536 8,959 1,802 1,471 7.8 5.0 ▲18.3 3.5 3.5

　非鉄金属 4,187 4,543 2,015 2,004 36.1 8.5 ▲ 0.5 1.7 1.8

　一般機械 9,708 11,433 1,628 1,456 6.9 17.8 ▲10.6 4.0 4.5

　電気機械 20,952 20,104 1,224 1,152 8.3 ▲ 4.1 ▲ 5.9 8.6 7.9

（電子部品等） ( 15,532 )( 13,728 )( 634 )( 624 )( 8.3 )( ▲11.6 )( ▲ 1.5 )( 6.4 )( 5.4 )

　精密機械 2,000 2,020 269 243 15.0 1.0 ▲ 9.8 0.8 0.8

　輸送用機械 20,202 23,569 3,566 3,027 1.4 16.7 ▲15.1 8.3 9.3

（自 動 車） ( 18,826 )( 21,711 )( 3,021 )( 2,668 )( 1.0 )( 15.3 )( ▲11.7 )( 7.7 )( 8.6 )

　その他の製造業 5,008 5,097 1,264 1,358 ▲ 8.0 1.8 7.4 2.1 2.0

非　製　造　業 146,205 149,686 58,416 59,221 8.5 2.4 1.4 60.1 59.1

　建　　設 2,229 2,612 458 371 7.3 17.2 ▲19.1 0.9 1.0

　卸売・小売 9,827 11,191 3,218 3,301 5.8 13.9 2.6 4.0 4.4

（小 　売） ( 8,574 )( 9,496 )( 2,521 )( 2,361 )( 7.9 )( 10.7 )( ▲ 6.4 )( 3.5 )( 3.7 )

　不動産 17,051 13,349 6,269 6,286 29.3 ▲21.7 0.3 7.0 5.3

　運　　輸 24,395 22,803 7,218 6,771 21.9 ▲ 6.5 ▲ 6.2 10.0 9.0

　電力・ガス 24,861 29,394 25,799 27,189 23.0 18.2 5.4 10.2 11.6

（電 　力） ( 22,141 )( 26,388 )( 23,421 )( 24,878 )( 26.2 )( 19.2 )( 6.2 )( 9.1 )( 10.4 )

（ガ 　ス） ( 2,720 )( 3,007 )( 2,378 )( 2,312 )( 1.7 )( 10.5 )( ▲ 2.8 )( 1.1 )( 1.2 )

　通信・情報 25,547 26,268 2,321 2,115 ▲ 4.8 2.8 ▲ 8.9 10.5 10.4

　リース 38,096 39,790 11,727 12,091 ▲ 7.0 4.4 3.1 15.7 15.7

　サービス 3,348 3,558 1,301 1,000 1.2 6.3 ▲23.2 1.4 1.4

 その他の非製造業 850 722 104 97 13.4 ▲15.1 ▲ 7.3 0.3 0.3

(注）その他の製造業  ：出版印刷、ゴム、金属製品、その他製造業

　　 その他の非製造業：漁業、鉱業、その他非製造業  
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付属図表２ 設備投資調査時点別増減率の長期推移  

（単位：％）

全　　　　産　　　　業 製　　　　造　　　　業  非　　製　　造　　業

対 象 前年 当年 当年 ２月 ８月 前年 当年 当年 ２月 ８月 前年 当年 当年 ２月 ８月
年 度 ８月 ２月 ８月 見込 実績 ８月 ２月 ８月 見込 実績 ８月 ２月 ８月 見込 実績

1973 2.1 14.8 25.9 20.6 18.6 ▲ 6.8 14.7 33.4 26.2 25.7 8.9 14.9 18.3 15.0 11.5

1974 0.6 18.3 23.4 15.3 12.0 ▲ 6.9 27.4 35.1 26.6 22.9 7.0 9.7 10.3 2.7 ▲ 0.3

1975 21.6 9.7 5.5 ▲ 4.9 ▲10.3 12.9 3.8 0.3 ▲10.0 ▲16.1 30.4 17.5 12.9 2.2 ▲ 2.3

1976 14.0 9.9 16.3 12.2 5.9 8.5 ▲ 2.1 6.4 1.9 ▲ 3.5 19.1 24.5 27.7 24.0 16.4

1977 ▲ 1.5 2.1 5.7 0.8 ▲ 3.4 ▲11.1 ▲ 6.9 ▲ 3.1 ▲ 8.2 ▲11.2 7.0 10.7 14.1 9.5 4.0

1978 10.3 7.3 15.1 15.2 10.1 ▲ 0.9 ▲ 6.9 0.0 ▲ 2.2 ▲ 4.4 17.6 19.3 27.5 28.6 21.8

1979 ▲ 2.6 0.3 13.0 12.8 9.3 ▲ 6.1 4.5 19.1 21.9 18.9 ▲ 1.0 ▲ 2.2 9.1 7.0 3.3

1980 0.7 13.1 23.5 23.9 20.6 ▲16.0 5.2 23.3 25.8 24.8 7.8 18.8 23.7 22.6 17.5

1981 5.8 9.9 12.3 12.0 8.8 ▲ 8.2 6.7 14.5 13.0 10.4 13.2 12.4 10.5 11.1 7.5

1982 10.0 11.2 10.2 8.4 2.8 ▲ 1.8 7.2 10.3 6.6 3.8 16.3 14.5 10.1 9.9 2.0

1983 5.5 1.8 1.8 2.7 ▲ 2.1 ▲ 6.7 ▲ 5.3 ▲ 1.5 ▲ 2.6 ▲ 8.6 13.3 7.9 4.6 7.2 3.4

1984 0.7 2.6 10.5 11.3 7.6 ▲10.2 2.7 17.1 20.3 17.1 7.1 2.6 5.6 4.2 0.2

1985 ▲ 2.6 5.3 10.6 9.2 7.6 ▲ 9.6 5.1 12.6 9.7 8.6 0.9 5.6 9.1 8.8 6.9

1986 0.2 1.6 5.4 3.1 3.1 ▲ 9.1 ▲ 4.1 ▲ 3.6 ▲ 7.1 ▲ 9.3 5.0 5.7 12.0 10.3 12.1

1987 ▲ 0.7 0.1 3.5 6.0 4.4 ▲10.6 ▲ 5.6 ▲ 2.2 ▲ 0.2 ▲ 3.9 2.1 4.0 7.0 9.7 9.3

1988 ▲ 2.6 6.7 15.7 18.8 15.9 ▲ 7.1 9.3 25.3 27.5 24.7 ▲ 1.4 5.2 10.8 13.0 10.7

1989 ▲ 0.7 6.4 17.5 17.4 13.9 ▲ 4.0 9.4 26.3 26.7 22.3 0.9 4.4 11.8 11.5 8.5

1990 ▲ 1.8 8.6 17.0 16.2 14.9 ▲ 7.9 10.1 23.6 22.8 20.8 1.4 7.6 12.5 11.9 11.0

1991 0.6 4.4 10.7 8.9 8.2 ▲ 7.1 1.7 7.9 5.2 5.3 3.7 6.1 12.8 11.5 10.4

1992 0.3 ▲ 0.8 ▲ 0.9 ▲ 4.7 ▲ 7.4 ▲ 2.8 ▲ 6.4 ▲10.5 ▲15.5 ▲17.9 1.4 3.2 6.0 2.7 ▲ 0.0

1993 ▲ 1.5 ▲ 5.6 ▲ 4.6 ▲ 8.4 ▲11.4 ▲11.9 ▲12.9 ▲13.1 ▲19.0 ▲23.7 2.0 ▲ 1.6 0.3 ▲ 2.3 ▲ 4.5

1994 ▲ 3.3 ▲ 5.6 ▲ 2.4 ▲ 4.7 ▲ 8.0 ▲14.7 ▲ 9.0 ▲ 4.0 ▲ 7.1 ▲10.7 ▲ 0.1 ▲ 4.0 ▲ 1.6 ▲ 3.7 ▲ 6.8

1995 ▲ 1.4 0.3 6.1 5.7 2.3 ▲ 4.3 3.8 13.5 13.9 10.6 ▲ 0.7 ▲ 1.3 3.0 2.4 ▲ 1.2

1996 ▲ 3.1 0.7 9.1 8.5 6.0 ▲13.6 ▲ 0.6 8.8 7.0 4.8 ▲ 1.2 1.3 9.2 9.2 6.5

1997 ▲ 7.5 ▲ 1.3 4.5 2.8 ▲ 1.5 ▲11.1 ▲ 1.0 8.9 7.5 4.1 ▲ 6.8 ▲ 1.5 2.5 0.7 ▲ 4.0

1998 ▲ 7.5 ▲ 4.0 ▲ 1.8 ▲ 3.5 ▲ 8.0 ▲11.7 ▲ 6.7 ▲ 4.7 ▲ 8.5 ▲13.0 ▲ 6.8 ▲ 2.7 ▲ 0.3 ▲ 1.1 ▲ 5.6

1999 ▲ 4.6 ▲ 5.3 ▲ 3.7 ▲ 3.4 ▲ 8.4 ▲13.6 ▲10.1 ▲10.1 ▲11.8 ▲15.5 ▲ 3.1 ▲ 3.2 ▲ 0.7 0.8 ▲ 5.0

2000 ▲ 5.0 0.2 7.6 7.8 4.1 ▲10.9 0.3 15.2 18.0 12.5 ▲ 4.0 0.2 4.4 3.2 0.4

2001 ▲ 8.6 ▲ 5.2 0.6 ▲ 6.6 ▲ 9.3 ▲ 3.5 ▲ 0.7 6.2 ▲ 7.0 ▲ 9.7 ▲ 9.6 ▲ 7.4 ▲ 2.0 ▲ 6.3 ▲ 9.2

2002 1.4 ▲ 2.7 ▲ 0.6 ▲ 3.8 ▲10.3 ▲ 9.2 ▲ 8.2 ▲ 5.6 ▲11.4 ▲16.2 3.4 0.0 1.7 ▲ 0.2 ▲ 7.5

2003 ▲ 5.1 ▲ 3.0 4.9 ― ▲ 1.1 ▲ 3.9 1.1 16.2 ― 11.3 ▲ 5.3 ▲ 4.8 0.2 ― ▲ 6.0

2004 ▲ 6.1 ― 6.9 8.3 1.7 ▲11.0 ― 18.8 22.3 15.4 ▲ 5.1 ― 1.3 1.9 ▲ 4.6

2005 ▲ 7.6 ▲ 3.8 11.6 15.0 8.5 ▲ 7.9 3.8 19.8 22.7 15.3 ▲ 7.5 ▲ 6.3 6.9 10.6 4.7

2006 ▲ 1.0 ▲ 0.3 12.9 ― 7.7 1.9 1.7 21.8 ― 12.0 ▲ 2.1 ▲ 1.0 7.4 ― 4.9

2007 ▲ 1.4 ― 11.0 ― 7.7 ▲ 4.3 ― 13.5 ― 6.6 ▲ 0.1 ― 9.2 ― 8.5

2008 ▲ 8.8 ― 4.1 ▲19.4 ― 6.8 ▲ 4.6 ― 2.4

2009 ▲ 0.9 ▲ 8.6 1.4  

（注）１．網掛け部分が今回調査。2003年度の実績および2004年度以降については、表中の「前年８月」を「前年６月」、「当年２月」 
を「前年11月」、「当年８月」を「当年６月」、「２月見込」を「当年11月」、「８月実績」を「６月実績」にそれぞれ読み替える。

２．2006年度以降、６月の年１回の調査に変更 
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付属図表３ ＜参考グラフ＞ 
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付属図表４ ６月（８月）調査における設備投資・キャッシュフロー比率の推移 

　（単位：％）

当年度計画 前年度実績

年度 調査年月 全産業 製造業 非製造業 調査年月 全産業 製造業 非製造業

1991 91/8 129.3 104.2 150.1 92/8 133.0 116.3 148.4

1992 92/8 128.0 102.8 150.4 93/8 127.4 103.8 143.8

1993 93/8 114.1 90.0 129.2 94/8 121.8 86.8 145.6

1994 94/8 116.4 80.7 141.2 95/8 113.8 76.3 138.1

1995 95/8 113.9 79.8 136.6 96/8 107.9 78.2 131.0

1996 96/8 112.2 80.1 137.6 97/8 110.5 78.7 133.6

1997 97/8 107.7 79.9 128.0 98/8 105.6 81.8 127.2

1998 98/8 103.0 77.4 126.4 99/8 101.8 80.6 116.6

1999 99/8 90.4 60.3 114.3 2000/8 91.0 63.1 113.1

2000 2000/8 92.3 64.5 115.5 2001/8 91.8 65.7 109.5

2001 2001/8 88.6 71.2 99.8 2002/8 86.4 74.0 94.1

2002 2002/8 85.0 64.4 98.9 2003/8 75.7 56.2 88.5

2003 2003/8 79.6 63.5 90.4 2004/6 73.9 57.8 85.1

2004 2004/6 76.4 66.9 83.2 2005/6 70.8 60.7 78.8

2005 2005/6 78.5 71.5 84.3 2006/6 76.0 65.2 85.1

2006 2006/6 85.5 77.6 92.5 2007/6 78.0 70.2 84.3

2007 2007/6 84.7 74.2 93.6 2008/6 82.5 71.7 92.8

2008 2008/6 87.5 77.3 97.3

（注）１. 網掛けは今回調査結果

　　　２. 設備投資・キャッシュフロー比率＝〔 設備投資 ÷ （ 経常損益／２ ＋ 減価償却費 ）〕 × 100  
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付属図表５ 業種別設備投資・キャッシュフロー比率（主業基準分類） 

 （単位：％）

設　備　投　資　・ 設　備　投　資
キャッシュフロー比率 減価償却費比率

1,625社 1,742社 1,625社 1,742社

2007年度 2008年度 2007年度 2008年度 2007年度 2008年度 2007年度 2008年度 2007年度 2008年度
実　  績 計　　画 実　  績 計　　画 実　  績 計　　画 実　  績 計　　画 実　  績 計　　画

全　　産　　業 5.9 3.6 ▲ 3.0 ▲11.7 5.3 4.5 82.5 87.5 133.1 132.2

製　　造　　業 7.5 3.8 0.5 ▲18.5 5.6 4.4 71.7 77.3 135.7 126.1

食 品 2.2 4.1 ▲ 5.1 3.5 3.5 3.5 70.4 63.5 115.8 104.2

繊 維 ▲ 0.9 2.2 ▲12.1 ▲ 1.6 4.6 4.5 87.6 80.2 136.7 120.0

紙 ・ パ ル プ 4.9 10.1 ▲26.0 16.0 2.6 2.8 166.8 77.3 204.5 94.4

化 学 7.4 5.3 ▲ 7.1 ▲ 7.4 7.3 6.4 70.6 74.5 132.0 125.4

石 油 11.6 8.8 ▲ 1.6 ▲47.2 1.6 0.8 61.7 94.6 111.0 130.2

窯 業 ・ 土 石 3.4 4.1 ▲10.7 ▲ 2.4 9.2 8.6 88.5 89.8 156.5 146.3

鉄 鋼 11.6 17.7 ▲ 9.1 ▲31.2 10.9 6.4 68.8 72.5 140.1 116.6

非 鉄 金 属 9.3 ▲ 7.3 1.0 ▲31.9 7.1 5.2 74.5 93.5 170.4 156.0

一 般 機 械 6.9 4.0 ▲ 4.3 9.1 6.9 7.2 74.3 77.1 163.3 162.5

電 気 機 械 7.6 2.0 14.0 21.7 2.8 3.3 96.0 86.7 130.0 120.3

精 密 機 械 4.7 ▲ 0.4 ▲ 4.0 14.9 6.2 7.2 78.3 57.2 198.8 141.8

輸 送 用 機 械 6.7 0.4 10.5 ▲32.5 7.0 4.7 57.4 74.6 126.4 127.6

　非 製 造 業 4.0 3.4 ▲ 8.1 ▲ 1.2 4.8 4.6 92.8 97.3 131.2 137.3

建 設 ▲ 2.0 3.2 ▲24.2 12.1 2.5 2.7 61.3 58.3 187.8 188.3

卸 売 ・ 小 売 5.8 3.8 ▲ 0.7 1.7 2.6 2.5 63.1 68.9 163.3 173.2

不 動 産 4.0 7.0 14.9 0.4 18.3 17.1 130.6 113.0 314.1 269.5

運 輸 6.8 1.4 25.7 ▲ 8.6 8.2 7.4 105.0 97.7 170.0 151.5

電 力 ・ ガ ス 4.9 8.4 ▲61.7 ▲10.5 3.7 3.1 80.8 102.6 92.9 116.3

通 信 ・ 情 報 2.9 1.5 3.3 3.3 6.8 6.9 87.9 92.4 110.4 115.8

リ ー ス ▲ 2.1 ▲ 4.0 ▲21.6 20.0 3.3 4.1 103.7 121.7 106.7 126.5

サ ー ビ ス ▲ 0.2 3.8 ▲ 2.4 4.2 6.8 6.8 82.7 84.9 138.2 143.3

（注）　設備投資・キャッシュフロー比率＝〔 設備投資 ÷ （ 経常損益／２ ＋ 減価償却費 ）〕 × 100

1,742社

増　　収　　率 増益（経常）率 経常利益率
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付属図表６ 業種別投資動機 

（共通会社 1,822社） （単位：％）

投資動機

増減率 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率

業種別 2007 2008 08/07 2007 2008 08/07 2007 2008 08/07 2007 2008 08/07 2007 2008 08/07 2007 2008 08/07 08/07 2007 2008

49.0 44.3 ▲ 5.7 7.0 7.6 13.6 6.4 7.1 14.6 3.3 4.0 28.0 21.5 24.3 17.8 12.8 12.8 4.2 4.4 100.0 100.0

42.8 38.4 ▲ 4.7 12.3 12.4 7.2 10.0 11.0 17.0 6.2 7.7 32.3 16.6 18.3 16.5 12.1 12.2 6.8 6.1 44.8 45.6

素材型 43.0 34.9 ▲16.7 3.5 5.1 48.4 12.5 13.8 13.3 3.4 5.0 50.8 22.1 23.9 10.9 15.5 17.2 13.9 2.4 19.1 18.7

繊維 51.0 64.6 19.2 5.6 7.5 25.2 17.6 5.9 ▲68.4 8.2 4.5 ▲48.8 7.7 10.9 33.2 9.9 6.6 ▲36.9 ▲ 5.9 0.6 0.5

紙・パルプ 51.7 19.5 ▲76.5 1.3 1.8 ▲11.5 17.5 31.8 13.3 0.5 0.2 ▲79.4 8.0 14.9 15.8 21.1 31.8 ▲ 6.0 ▲37.8 2.6 1.5

化学 41.9 37.8 9.8 4.2 6.1 78.9 9.3 8.5 12.3 7.7 10.8 72.3 20.3 21.2 27.4 16.7 15.5 12.7 21.8 5.1 6.0

窯業・土石 53.1 48.4 ▲ 0.6 4.7 4.5 6.1 14.0 12.3 ▲ 4.1 3.3 3.8 24.4 15.3 15.7 11.8 9.7 15.4 72.2 9.0 1.7 1.8

鉄鋼 25.9 19.4 ▲24.7 3.3 3.4 3.3 16.0 19.7 24.3 1.4 1.8 28.8 34.9 34.3 ▲ 1.2 18.5 21.5 17.3 0.8 6.4 6.2

非鉄金属 70.0 58.6 ▲11.2 3.7 8.5 145.7 3.2 4.2 39.8 1.8 3.2 85.1 16.0 19.5 28.8 5.3 6.0 20.7 6.1 2.6 2.6

加工・組立型 42.5 40.8 3.7 20.4 19.0 0.3 8.2 9.0 18.3 8.7 10.3 27.3 11.4 12.6 19.6 8.9 8.3 0.8 7.8 23.7 24.5

食品 31.8 33.8 ▲ 3.2 16.4 14.4 ▲19.9 11.4 9.1 ▲27.2 5.0 7.8 40.8 19.7 20.0 ▲ 7.7 15.7 14.9 ▲13.9 ▲ 9.0 1.9 1.7

一般機械 48.9 54.1 40.6 5.6 6.6 47.6 15.5 13.4 9.8 5.1 4.8 19.1 15.1 14.2 20.1 9.7 6.9 ▲10.1 27.1 1.7 2.1

電気機械 50.1 45.3 ▲ 8.6 23.7 22.8 ▲ 2.7 5.6 7.4 31.5 8.3 10.2 24.3 6.4 8.9 40.8 5.9 5.3 ▲ 9.7 0.9 11.1 10.7

精密機械 45.6 41.9 ▲ 9.0 18.2 17.4 ▲ 5.6 12.6 10.9 ▲14.8 10.8 17.6 60.8 6.5 6.3 ▲ 4.1 6.3 6.0 ▲ 5.6 ▲ 1.0 0.6 0.5

輸送用機械 33.2 33.6 20.4 23.2 20.6 5.4 8.6 9.4 29.1 10.6 11.4 27.8 12.9 13.9 28.1 11.5 11.1 15.1 18.8 6.2 7.0

石油 45.2 41.3 10.8 0.4 2.6 772.1 7.1 9.4 61.1 2.7 2.3 0.7 26.6 31.8 45.3 18.0 12.5 ▲15.6 21.3 2.0 2.4

54.0 49.2 ▲ 6.4 2.7 3.6 36.9 3.5 3.7 9.1 1.0 1.0 5.3 25.4 29.3 18.5 13.3 13.2 2.3 3.0 55.2 54.4

建設 37.9 31.8 2.0 6.6 9.9 82.9 5.1 5.1 20.8 8.0 11.8 79.4 31.1 28.8 12.6 11.3 12.6 35.7 21.6 0.6 0.7

卸売・小売 75.1 69.8 1.5 3.6 4.2 28.8 3.4 4.9 55.2 0.1 0.2 39.5 12.8 13.1 11.4 5.0 7.9 73.8 9.2 5.1 5.3

不動産 86.1 77.4 ▲21.4 2.9 7.2 119.3 0.6 0.4 ▲30.7 0.0 0.0 ▲ 5.6 8.5 13.5 39.1 1.9 1.5 ▲34.6 ▲12.5 10.4 8.7

運輸 37.8 36.7 ▲ 9.1 3.4 4.2 15.2 7.8 7.9 ▲ 5.9 0.0 0.0 51.9 29.6 33.9 7.1 21.2 17.3 ▲23.8 ▲ 6.3 14.8 13.3

電力・ガス 42.2 39.1 8.4 0.9 0.4 ▲42.5 2.0 2.1 22.8 0.1 0.1 ▲32.8 36.5 39.2 25.9 18.3 19.1 21.8 17.1 19.1 21.5

通信・情報 53.1 53.0 10.4 9.7 11.2 26.9 4.3 5.3 37.6 16.3 13.6 ▲ 7.2 11.5 11.5 10.8 5.1 5.3 16.2 10.7 2.4 2.5

サービス 65.0 58.6 ▲15.8 3.5 5.8 54.8 2.0 3.4 59.8 2.6 3.9 42.4 25.4 27.1 ▲ 0.5 1.4 1.1 ▲27.1 ▲ 6.5 2.1 1.9

ウエイト

能力増強 新製品・製品高度化 合理化・省力化 研究開発 維持・補修 その他 合　計

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）能   力  増  強……既存製品・サービスなどに関わる量的拡大を目的とした新・増設投資を指す    
     新製品・製品高度化……新製品・サービスの提供または既存製品・サービスの品質向上・高付加価値化に関わる 

     そ      の      他……上記（能力増強、新製品・製品高度化、合理化・省力化、研究開発、維持・補修）以外 
                    新・増設投資を指す 

     の環境対策投資、厚生施設整備投資、バリアフリー投資などを指す 
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付属図表７ 業種別研究開発費の動向（主業基準分類） 

（共通会社 1,553社） （単位：億円、％）

2007年度 2008年度 増減率 2007年度 2007年度 2008年度 増減率 2007年度 2008年度

実　　績 計　　画 08/07 構 成 比 実　　績 計　　画 08/07 実　　績 計　　画

全　産　業 58,630 61,121 4.2 100.0 129,087 133,184 3.2 45.4 45.9

製　造　業 56,349 58,701 4.2 96.1 60,867 64,350 5.7 92.6 91.2

　食　　品 961 1,043 8.5 1.6 2,485 2,259 ▲ 9.1 38.7 46.2

　繊　　維 181 204 12.7 0.3 350 302 ▲13.7 51.8 67.7

　紙・パルプ 117 119 2.0 0.2 2,341 1,044 ▲55.4 5.0 11.4

　化　　学 8,630 9,524 10.3 14.7 9,614 10,696 11.3 89.8 89.0

　石　　油 52 81 54.9 0.1 1,459 2,056 40.9 3.6 4.0

　窯業・土石 418 423 1.4 0.7 1,864 2,525 35.4 22.4 16.8

　鉄　　鋼 440 480 9.3 0.8 2,611 2,150 ▲17.6 16.8 22.3

　非鉄金属 859 937 9.0 1.5 3,426 3,765 9.9 25.1 24.9

　一般機械 7,387 7,593 2.8 12.6 7,558 8,609 13.9 97.7 88.2

　電気機械 11,165 11,466 2.7 19.0 12,064 11,215 ▲ 7.0 92.6 102.2

　精密機械 981 1,104 12.6 1.7 881 838 ▲ 4.8 111.3 131.7

　輸送用機械 23,091 23,487 1.7 39.4 13,222 15,529 17.5 174.6 151.2

　その他の製造業 2,066 2,238 8.3 3.5 2,994 3,362 12.3 69.0 66.6

非 製 造 業 2,281 2,419 6.1 3.9 68,220 68,834 0.9 3.3 3.5

　建　　設 677 718 6.1 1.2 1,993 2,021 1.4 34.0 35.5

　不 動 産 0 0 33.3 0.0 7,290 6,544 ▲10.2 0.0 0.0

　運　　輸 24 18 ▲23.1 0.0 13,956 12,196 ▲12.6 0.2 0.1

　電力・ガス 753 823 9.2 1.3 14,205 15,524 9.3 5.3 5.3

　通信・情報 474 511 7.8 0.8 10,886 11,819 8.6 4.4 4.3

(注）その他の製造業  ：出版印刷、ゴム、金属製品、その他製造業

国内設備投資額（Ｂ） （Ａ）/（Ｂ）研究開発費（Ａ）
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Ⅲ．地域別設備投資動向（大企業・中堅企業：資本金１億円以上） 

 

（１）2007 年度の地域別設備投資実績 

2007 年度の地域別設備投資実績は、10 地域全てで増加し、全国計では 6.7％増となった。 

 

（２）2008 年度の地域別設備投資計画  

2008 年度の地域別設備投資計画は、製造業の減少から九州(1.7％減)が減少に転じるほか、東

北(0.1％減)、四国（0.5％減）もほぼ横ばいながら減少となる。一方、北海道、北関東甲信、

北陸、中国の４地域では非製造業の牽引により、東海、関西の２地域では製造業の牽引によ

りそれぞれ増加するほか、首都圏は製造業、非製造業ともに増加することから、全国計では

2.9％増となる。 

 

図表１ 2008/2007 年度地域別増減率(単位：％)   図表２ 2008 年度地域別･業種別増減率 

    (  )内は 2007/2006 の増減率           

 

 

（単位：％）

全 産 業 製 造 業 非 製 造 業

北 海 道 8.5 ▲ 8.2 16.3
東 北 ▲ 0.1 ▲25.4 17.7
北関東甲信 1.5 ▲ 2.1 8.3
首 都 圏 5.7 25.8 2.0
北 陸 12.6 ▲ 3.6 28.1
東 海 1.6 2.3 ▲ 0.5
関 西 3.8 30.1 ▲11.5
中 国 1.2 ▲ 0.7 4.6
四 国 ▲ 0.5 2.3 ▲ 4.6
九 州 ▲ 1.7 ▲ 8.2 5.6
全 国 2.9 6.1 0.8  

 

 

・製造業は、北海道、東北、北関東甲信、北陸、中国、九州の６地域で減少となる一方、首都圏、

東海、関西、四国の４地域では増加し、全国計では 6.1％増と６年連続で増加となる。 

・製造業（全国計）における増加寄与業種は輸送用機械（寄与度（全国）1.3％）、一般機械（同

0.7％）、化学（同 0.6％）などであり、これら業種の増加への寄与が高い地域は次のとおりで

ある。 

輸送用機械 ： 東海（寄与度 4.1％）、北関東甲信（同 1.8％）、四国（同 1.7％） 

一 般 機 械 ： 関西（同 1.5％）、首都圏（同 1.1％） 

化      学 ： 四国（同 5.3％）、北陸（同 2.5％） 
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なお、全国計における減少寄与業種は紙・パルプ（寄与度（全国）▲0.5％）、電気機械（同 

▲0.4％）などであり、これら業種の減少への寄与が高い地域は次のとおりとなっている。 

 紙・パルプ ： 四国（寄与度▲10.3％）、東北（同▲5.7％） 

 電 気 機 械 ： 中国（同▲8.0％）、九州（同▲3.4％）、北陸（同▲2.7％） 

 

 

・非製造業は、東海、関西、四国の３地域で減少となる一方、北海道、東北、北関東甲信、首都

圏、北陸、中国、九州の７地域では増加し、全国計では 0.8％増とほぼ横ばいながら４年連続

で増加となる。 

・非製造業（全国計）における増加寄与業種は電力（寄与度（全国）1.6％）、リース（同 0.6％）、

卸売・小売（同 0.5％）などであり、これら業種の増加への寄与が高い地域は次のとおりであ

る。 

電   力 ： 北陸（寄与度 15.2％）、北海道（同 8.9％）、東北（同 8.6％）  

リ ー ス ： 首都圏（同 2.6％）、関西（同 0.8％）、東海（同 0.7％） 

卸売・小売 ： 中国（同 1.3％）、関西（同 1.1％） 

なお、全国計における減少寄与業種は不動産（寄与度（全国）▲2.1％）、運輸（同▲0.5％） 

などであり、これら業種の減少への寄与が高い地域は次のとおりとなっている。 

 不 動 産 ： 関西（寄与度▲9.4％）、首都圏（同▲1.9％） 

 運   輸 ： 関西（同▲3.2％）、北関東甲信（同▲1.3％） 

 

 

（３）2009 年度の地域別設備投資計画  

2009 年度の地域別設備投資計画は、未定と回答する企業が多く、参考値ではあるが、北陸、

東海を除く８地域で減少し、全国計では 3.2％の減との計画になっている。 
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図表３ 地域別設備投資動向 

【2007 年度】 

▲5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増減率

構成比

  全国
   6.7%

数字は

北海道
 2.0
 2.6

2007年度対前年度増減率
2006年度　構　成　比

東北
 11.9
   8.3

北関東甲信
 6.5
 5.0 首都圏

　2.2
 34.3

東海
  1.5
 17.6

北陸
 13.3
 　2.9

 関西
 23.3
 10.9

中国
 4.0
 7.8

  四国
  13.3
    3.1

九州
 26.5
   7.4

   

【2008 年度】 

▲10%

▲5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増減率 数字は

構成比

全国
 2.9%

2008年度対前年度増減率
2007年度　構　成　比

 北海道
  8.5
  2.5

 東北
 ▲0.1
    7.6

 関西
  3.8
 14.3

  北陸
  12.6
    2.8

 東海
  1.6
 15.0

四国
▲0.5
   2.9

 九州
▲1.7
   7.9

中国
  1.2
  6.7

北関東甲信
  1.5
  4.8

首都圏
  5.7
 35.4

 
     （注）1.全国の対前年度増減率は、都道府県別投資額未回答会社の計数と沖縄県の計数を含む。 

        2.各地域の構成比は、都道府県別投資額回答会社の対合計比。なお各地域の構成比合計は、 

         四捨五入の関係で 100％とならない場合がある。 
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図表４ 業種別増減率の推移（全国） 

 

▲ 30
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全産業 製造業 非製造業

年度

％

(実績) (計画)
 

図表５ 調査時点別増減率の推移（全国） 

▲ 15
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▲ 5

0

5

10
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89/8 90/8 91/8 92/8 93/8 94/8 95/8 96/8 97/8 98/2 99/8 00/8 01/8 02/8 03/8 04/6 05/6 06/6 07/6 08/6

％

08年度

09年度

07年度

 

      

    （注）全国の対前年度増減率は、都道府県別投資額未回答会社の計数と沖縄県の計数を含む。 

 

 

　　　　07実績　08計画

全産業　　 6.7%   2.9%

製造業　　 5.6%   6.1%

非製造業　 7.4%   0.8%
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（４）地域別動向 

北 海 道 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2007 年度 2.0％→2008 年度 8.5％） 【2008 年度設備投資額 4,979 億円】 

・2007 年度主要増加業種 その他非製造業［寄与度 4.8％］、不動産［同 1.9％］ 

・2008 年度主要増加業種 電力［寄与度 8.9％］、サービス［同 1.8％］ 

 

製 造 業    （2007 年度 ▲6.5％→2008 年度 ▲8.2％：対全産業金額比 26.7％） 

・紙・パルプ(44.9％増)が増加に転じたほか、設備の増強が続く輸送用機械(15.7%増)、大型製造施設

の新設がある化学(147.8%増)などが増加するものの、増設工事などが一段落した食品（46.7％減）、

鉄鋼（53.7%減）などが減少することから、全体では２年連続の減少となる。 

 

非製造業（2007 年度 5.9％→2008 年度 16.3％：対全産業金額比 73.3％） 

・通信・情報（30.2％減）、卸売・小売（8.7％減）などが減少となるものの、電力（43.8％増）、大型

投資があるサービス（42.4％増）、不動産（14.8％増）が増加となることから、全体では２年連続の

増加となる。 

 

（２）業種別増減率の推移 

▲ 30
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▲ 10

0
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40
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60

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04  05  06  07  08

全産業 製造業 非製造業

年度

％

（実績)(計画）
 

 

製造業は２年連続で減少するものの、ウエイトの高い非製造業が２年連続で増加するため、全

産業では２年連続の増加となる。 
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東   北 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2007 年度 11.9％→2008 年度 ▲0.1％） 【2008 年度設備投資額 13,766 億円】 

・2007 年度主要増加業種 電力［寄与度 11.0％］、紙・パルプ［同 3.0％］、リース［同 1.2％］ 

・2008 年度主要減少業種 紙・パルプ［寄与度▲5.7％］、非鉄金属［同▲5.2％］、石油［同▲1.5％］ 

 

製 造 業    （2007 年度 9.1％→2008 年度 ▲25.4％：対全産業金額比 30.7％） 

・能力増強投資などのある輸送用機械(54.7％増)、鉄鋼(34.8％増)などが増加するものの、紙・パル

プ(60.8％減)、非鉄金属(78.0％減)が大型投資の終了により大きく減少することから、全体では６

年ぶりかつ大幅な減少となる。 

  

非製造業（2007 年度 14.0％→2008 年度 17.7％：対全産業金額比 69.3％） 

・新設投資などのある電力（26.0％増）が全体を牽引するとともに、大型案件のある不動産（42.8％ 

増）などが増加するため、２年連続の増加となる。 

 

（２）業種別増減率の推移 
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％

（実績)(計画）
 

 

 

非製造業が２年連続で増加するものの、製造業が６年ぶりに減少するため、全産業では５年ぶ

りの減少に転じる。 
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北関東甲信 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2007 年度 6.5％→2008 年度 1.5％） 【2008 年度設備投資額 8,872 億円】 

・2007 年度主要増加業種 一般機械［寄与度 3.3％］、食品［同 2.0％］、電気機械［同 1.6％］ 

・2008 年度主要増加業種 非鉄金属［寄与度 3.5％］、電力［同 3.2％］、不動産［同 2.0％］ 

             

製 造 業    （2007 年度 12.4％→2008 年度 ▲2.1％：対全産業金額比 62.8％） 

・非鉄金属(71.1％増)、能力増強投資のある輸送用機械(21.4％増)が増加するものの、大型投資が一

段落する鉄鋼(32.4％減)、能力増強投資が一段落する電気機械(12.3％減)や食品(24.3％減)が減少

するため、全体では小幅ながら６年ぶりの減少となる。 

 

非製造業（2007 年度 ▲1.7％→2008 年度 8.3％：対全産業金額比 37.2％） 

・安全対策投資が一服する運輸(18.5％減)、能力増強投資が一段落するその他非製造業(90.7％減)が

減少するものの、発電所の維持補修投資などがある電力(28.8％増)、新規出店がある不動産(109.8％

増)などが増加するため、全体では３年ぶりに増加に転じる。 

 

（２）業種別増減率の推移 
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製造業が６年ぶりに減少するものの、非製造業が３年ぶりに増加するため、全産業では４年連

続の増加となる。 
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首 都 圏 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2007 年度 2.2％→2008 年度 5.7％） 【2008 年度設備投資額 67,913 億円】 

・2007 年度主要増加業種 運輸［寄与度 3.8％］、不動産［同 2.7％］、電力［同 1.8％］ 

・2008 年度主要増加業種 リース［寄与度 2.6％］、輸送用機械［同 1.2％］、一般機械［同 1.1％］ 

 

製 造 業    （2007 年度  ▲8.3％→2008 年度 25.8％：対全産業金額比 18.2％） 

・鉄鋼（10.4％減）などが減少となるものの、工場新設などのある輸送用機械(47.1％増)、コスト競

争力向上のための工場投資のある一般機械(57.3％増)、能力増強投資などのある化学(26.4％増)な

ど多くの業種で増加することから、全体では増加に転じる。 

 

非製造業（2007 年度  4.9％→2008 年度 2.0％：対全産業金額比 81.8％） 

・大型案件完了などにより不動産(13.1％減)が減少するものの、リース(9.6％増)、送変電設備拡充な

どのある電力(10.2％増)、本支管投資が増加するガス(19.2％増)などが増加することから、全体で

は４年連続の増加となる。 

 

（２）業種別増減率の推移 
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製造業が増加に転じ、非製造業は４年連続で増加することから、全産業では４年連続の増加と

なる。 
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北   陸 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2007 年度 13.3％→2008 年度 12.6％） 【2008 年度設備投資額 5,725 億円】 

・2007 年度主要増加業種 電力［寄与度 10.5％］、電気機械［同 2.9％］、繊維［同 1.3％］ 

・2008 年度主要増加業種 電力［寄与度 15.2％］、化学［同 2.5％］、サービス［同 1.1％］ 

 

製 造 業    （2007 年度 6.6％→2008 年度 ▲3.6％：対全産業金額比 41.9％） 

・医薬品製造などで工場新設のある化学(36.4％増)が増加するものの、電子部品関連の大型投資が完

了する電気機械(23.2％減)、高付加価値製品関連投資の完了する繊維(30.7％減)などが減少するた

め、全体では６年ぶりの減少となる。 

 

非製造業（2007 年度 20.5％→2008 年度 28.1％：対全産業金額比 58.1％） 

・大型開発の反動減となる卸売・小売(48.0％減)、不動産(57.4％減)が減少するものの、ウエイトの

大きい電力(43.9％増)が増加するため、全体では２年連続の増加となる。 

 

（２）業種別増減率の推移 
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製造業が６年ぶりに減少するものの、ウエイトの高い非製造業が２年連続で増加するため、全

産業では２年連続の増加となる。 
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東   海 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2007 年度 1.5％→2008 年度 1.6％） 【2008 年度設備投資額 27,750 億円】 

・2007 年度主要増加業種 電力［寄与度 1.9％］、輸送用機械［同 0.8％］、紙・パルプ［同 0.3％］ 

・2008 年度主要増加業種 輸送用機械［寄与度 4.1％］、鉄鋼［同 1.3％］、リース［同 0.7％］ 

 
製 造 業    （2007 年度 0.1％→2008 年度 2.3％：対全産業金額比 73.9％） 

・液晶関連設備の増強投資一巡により電気機械(29.4％減)が減少するものの、低燃費車ラインの新増

設などがある輸送用機械(9.7％増)や、高機能製品の生産設備新設・研究開発投資が続く化学(13.4％

増)、自動車向けの新工場建設のある鉄鋼(62.2％増)が増加するため、全体では６年連続の増加とな

る。 

 

非製造業（2007 年度 6.2％→2008 年度 ▲0.5％：対全産業金額比 26.1％） 

・鉄道高架化工事などのある運輸(13.1％増)で増加するものの、百貨店改装投資終了により卸売・小

売(38.4％減)、不動産(14.6％減)、電力(1.9％減)などが減少するため、全体では３年ぶりにわずか

ながら減少に転じる。 

 

（２）業種別増減率の推移 
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非製造業が３年ぶりに減少するものの、製造業が６年連続で増加するため、全産業では６年連

続の増加となる。 
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関   西 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2007 年度 23.3％→2008 年度 3.8％） 【2008 年度設備投資額 27,052 億円】 

・2007 年度主要増加業種 不動産［寄与度 5.7％］、運輸［同 4.7％］、電気機械［同 4.5％］ 

・2008 年度主要増加業種 電気機械［寄与度 6.3％］、電力［同 3.0％］、窯業・土石［同 2.5％］ 

 

製 造 業    （2007 年度 23.4％→2008 年度 30.1％：対全産業金額比 46.2％） 

・薄型ディスプレイ関連投資のある電気機械(68.9％増)や窯業・土石(89.6％増)のほか、一般機械

(45.6％増)、輸送用機械(35.2％増)など幅広い業種で増加するため、全体では６年連続かつ大幅な

増加となる。 

 

非製造業（2007 年度 23.2％→2008 年度 ▲11.5％：対全産業金額比 53.8％） 

・火力発電所建設などのある電力(42.2％増)や商業施設の新設・改装のある卸売・小売(25.0％増)で

増加するものの、大型プロジェクト投資が一服した不動産(54.7％減)や新線建設、延伸工事が一段

落する運輸(28.9％減)が大幅に減少するため、全体では２年ぶりに減少する。 

 

（２）業種別増減率の推移 
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非製造業が減少するものの、製造業は６年連続で増加するため、全産業では２年連続の増加

となる。 
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中   国 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2007 年度 4.0％→2008 年度 1.2％） 【2007 年度設備投資額 12,273 億円】 

・2007 年度主要増加業種 電力［寄与度 5.8％］、繊維［同 3.3％］、卸売・小売［同 1.3％］ 

・2008 年度主要増加業種 鉄鋼［寄与度 3.4％］、石油［同 1.8％］、卸売・小売［同 1.3％］ 

              

製 造 業    （2007 年度 ▲0.6％→2008 年度 ▲0.7％：対全産業金額比 62.3％） 

・高水準の投資が続いている鉄鋼(37.5％増)、新装置整備のある石油(129.8％増)が増加するものの、

電子部品工場増設などが完了した電気機械(42.7％減)や製造設備新設が完了した繊維(9.2％減)な

どが減少するため、全体ではわずかながら２年連続の減少となる。 

 

非製造業（2007 年度 13.8％→2008 年度 4.6％：対全産業金額比 37.7％） 

・サービス(57.0％減)や建設(47.4％減)が減少するものの、引き続き大型店の出店がある卸売・小売

(37.5％増)のほか、電源開発投資のある電力(3.3％増)、ガス(24.2％増)などが増加するため、全体

では３年連続の増加となる。 

 

（２）業種別増減率の推移 
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製造業が２年連続で減少するものの、ウエイトの高い非製造業が３年連続で増加するため、全

産業では６年連続の増加となる。 
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四   国 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2007 年度 13.3％→2008 年度 ▲0.5％） 【2008 年度設備投資額 5,223 億円】 

・2007 年度主要増加業種 紙・パルプ［寄与度 14.2％］、電力［同 6.7％］、非鉄金属［同 1.3％］ 

・2008 年度主要減少業種 紙・パルプ［寄与度▲10.3％］、不動産［同▲0.5％］、電力［同▲0.5％］、 

サービス［同▲0.5％］ 

 

製 造 業    （2007 年度 16.1％→2008 年度 2.3％：対全産業金額比 60.4％） 

・塗工紙等の生産能力増強投資が一服する紙・パルプ(47.6％減)が減少するものの、電子機器向け材

料の増強投資が行われる化学(43.0％増)や設備高度化工事がある石油(111.6％増)が増加するため、

全体では６年連続の増加となる。 

                    

非製造業（2007 年度 9.6％→2008 年度 ▲4.6％：対全産業金額比 39.6％） 

・発電所関連投資が一服する電力(3.0％減)、店舗の新設・改装が一服する不動産(42.8％減)、サービ

ス(51.2％減)などが減少するため、全体では４年ぶりに減少に転じる。 

 

（２）業種別増減率の推移 
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製造業が６年連続で増加するものの、非製造業が４年ぶりに減少するため、全産業では４年ぶ

りに減少に転じる。 
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九   州 

 

（１）業種別動向 

全 産 業    （2007 年度 26.5％→2008 年度 ▲1.7％） 【2008 年度設備投資額 14,041 億円】 

・2007 年度主要増加業種 輸送用機械［寄与度 6.9％］、一般機械［同 5.8％］、非鉄金属［同 5.2％］ 

・2008 年度主要増加業種 電気機械［寄与度▲3.4％］、卸売・小売［同▲1.2％］、一般機械［同▲1.1％］ 

 

製 造 業    （2007 年度 37.1％→2008 年度 ▲8.2％：対全産業金額比 49.4％） 

・ 工場新設や生産能力増強投資が行われる鉄鋼(43.6％増)、化学(18.3％増)が増加するものの、一部メ

ーカーによる前年度大型投資の反動減がひびく電気機械(31.0％減)や、事務用民生機器の前年度大型

投資の反動減となる一般機械(16.9％減)などが減少するため、全体では６年ぶりに減少に転じる。 

 

非製造業（2007 年度 15.6％→2008 年度 5.6％：対全産業金額比 50.6％） 

・前年度の大型ＳＣ完成の反動等により卸売・小売(26.2％減)が減少するものの、増強投資が継続され

る運輸(32.8％増)、需要増加対策の電源関連投資等が行われる電力(7.0％増)が牽引し、２年連続の

増加となる。 

 

（２）業種別増減率の推移 
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非製造業が２年連続で増加するものの、製造業が６年ぶりに減少するため、全産業では６年ぶ

りに減少に転じる。 
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調査要領（「2007・2008・2009 年度 地域別設備投資計画調査」） 

 

１．調査目的 

この調査は、毎年実施している設備投資計画調査の集計結果のうち、都道府県別に回答

が得られたデータを整理して、地域別設備投資動向の把握を行うことを目的としている。 

 

２．設備投資の範囲 

自社の有形固定資産に対する国内投資（ただし、不動産業における分譲用を除く）。原則

として、建設仮勘定を含む有形固定資産の新規計上額（売却、滅失、減価償却を控除せず。

工事ベース）。 

 

３．調査方法 

     アンケート方式（調査票送付。必要に応じ電話聞き取りなどにより補足）。 

 

４．調査の対象企業 

原則として資本金１億円以上の民間法人企業を対象（ただし、農業、林業、金融保険業

などを除く）。  
 

５．調査時期 

     2008 年６月 20 日（金）を期日として実施。回答時期は主として６月。 

 

６．本行調査の特長 

どの地点で設備投資が行われたかに着目する「属地主義」に基づいてデータを集計して

いるため、地元企業ベースで集計する他のアンケート調査と比較して、地域の実態により

近い設備投資動向の把握が可能となっている。 
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７．回答状況 

回答状況は以下の通りであり、調査対象企業と回答企業の数は、同種の設備投資動向調

査としてはわが国最大規模の調査となっている。 

                   （地域別回答のべ社数） 

  社   数 有効回答率    北 海 道        671社 関 西       1,280社 

 調査対象企業 13,571社 － 東 北      1,190社 中 国         823社 

 回 答 企 業  7,325社  54.0% 北関東甲信    950社 四   国    453社 

 地域別回答企業  6,164社  45.4% 首 都 圏      1,874社 九   州  1,037社 

 北   陸   507社 沖   縄     60社 

 東   海  1,041社

  （注） 地域区分は以下の通り 

      北 海 道      ････ 北海道 

      東 北      ････ 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟 

      北関東甲信 ････ 茨城、栃木、群馬、山梨、長野 

      首 都 圏      ････ 埼玉、千葉、東京、神奈川 

      北 陸      ････ 富山、石川、福井 

      東 海      ････ 岐阜、静岡、愛知、三重 

      関 西      ････ 滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 

      中 国      ････ 鳥取、島根、岡山、広島、山口 

      四 国      ････ 徳島、香川、愛媛、高知 

      九 州      ････ 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島 

      沖 縄      ････ 沖縄 
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付属図表１ 地域別設備投資 総括 

 

(単位：億円、％) 

2006･2007 年 度 対 比 2008･2009 年 度 対 比

2006年度 2007年度 増減率 2007年度 2008年度 全産業 製造業 非製造業 2007年度 2008年度 2008年度 2009年度 増減率

北 海 道 3,659 3,732 2.0 4,588 4,979 8.5 ▲ 8.2 16.3 2.5 2.6 3,362 3,011 ▲10.4

東 北 11,637 13,020 11.9 13,774 13,766 ▲ 0.1 ▲25.4 17.7 7.6 7.3 4,773 4,759 ▲ 0.3

北関東甲信 6,988 7,443 6.5 8,738 8,872 1.5 ▲ 2.1 8.3 4.8 4.7 4,813 4,276 ▲11.2

首 都 圏 48,289 49,360 2.2 64,274 67,913 5.7 25.8 2.0 35.4 36.1 28,369 27,430 ▲ 3.3

北 陸 4,023 4,556 13.3 5,083 5,725 12.6 ▲ 3.6 28.1 2.8 3.0 3,909 4,001 2.3

東 海 24,732 25,114 1.5 27,318 27,750 1.6 2.3 ▲ 0.5 15.0 14.8 6,521 6,746 3.4

関 西 15,289 18,848 23.3 26,057 27,052 3.8 30.1 ▲11.5 14.3 14.4 9,689 9,003 ▲ 7.1

中 国 10,964 11,404 4.0 12,122 12,273 1.2 ▲ 0.7 4.6 6.7 6.5 5,761 5,749 ▲ 0.2

四 国 4,396 4,982 13.3 5,250 5,223 ▲ 0.5 2.3 ▲ 4.6 2.9 2.8 2,496 2,246 ▲10.0

九 州 10,340 13,082 26.5 14,284 14,041 ▲ 1.7 ▲ 8.2 5.6 7.9 7.5 7,525 6,894 ▲ 8.4

全 国 227,281 242,424 6.7 267,446 275,301 2.9 6.1 0.8 － － 92,051 89,081 ▲ 3.2

増　 　減　 　率 構   成   比

2007 ･ 2008  年   度   対   比

 

(注) １． 構成比は､都道府県別投資額回答会社の対合計比｡ 

２．  全国の数値は､都道府県別投資額未回答会社の計数と沖縄県の計数を含む｡ 
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付属図表２ 地域別・業種別の動向 ① 

（単位：億円、％）

2007年度 2008年度 寄与度 2007年度 2008年度 寄与度

4,588 4,979 8.5 ( 2.0 ) 8.5 13,774 13,766 ▲ 0.1 ( 11.9 ) ▲ 0.1

製    造    業　 1,449 1,329 ▲ 8.2 ( ▲ 6.5 ) ▲ 2.6 5,669 4,230 ▲25.4 ( 9.1 ) ▲10.4

食　  　  品 360 192 ▲46.7 ( 20.4 ) ▲ 3.7 270 316 17.1 ( ▲19.7 ) 0.3

繊　　    維 0 0 19.4 ( 414.3 ) 0.0 3 4 17.8 ( 220.4 ) 0.0

紙 ･パ ル プ 173 251 44.9 ( ▲40.9 ) 1.7 1,290 506 ▲60.8 ( 37.8 ) ▲ 5.7

化　　    学 36 89 147.8 ( ▲70.7 ) 1.2 438 468 6.8 ( 50.1 ) 0.2

石　　    油 66 63 ▲ 4.8 ( 89.8 ) ▲ 0.1 283 81 ▲71.3 ( ▲15.1 ) ▲ 1.5

窯 業 ･土 石 44 59 32.7 ( 25.6 ) 0.3 150 152 1.2 ( ▲17.2 ) 0.0

鉄　　    鋼 154 71 ▲53.7 ( 71.7 ) ▲ 1.8 211 285 34.8 ( ▲38.8 ) 0.5

非  鉄  金  属 0 0 － ( － ) － 915 202 ▲78.0 ( 182.9 ) ▲ 5.2

金  属  製  品 4 5 26.1 ( 13.1 ) 0.0 60 90 51.1 ( 16.7 ) 0.2

一  般  機  械 42 39 ▲ 6.4 ( 5.9 ) ▲ 0.1 71 71 ▲ 0.3 ( 7.0 ) ▲ 0.0

電  気  機  械 77 62 ▲19.0 ( ▲31.7 ) ▲ 0.3 1,439 1,476 2.6 ( ▲11.6 ) 0.3

精  密  機  械 2 0 ▲93.5 ( 3766.7 ) ▲ 0.0 132 57 ▲56.8 ( 36.0 ) ▲ 0.5

輸 送 用 機 械 362 419 15.7 ( 31.2 ) 1.2 266 412 54.7 ( ▲42.2 ) 1.1

うち自動車 353 413 16.7 ( 28.8 ) 1.3 209 307 47.0 ( ▲37.8 ) 0.7

その他製造業 128 78 ▲38.8 ( ▲37.2 ) ▲ 1.1 139 110 ▲21.2 ( ▲27.4 ) ▲ 0.2

非  製  造  業　 3,139 3,650 16.3 ( 5.9 ) 11.1 8,105 9,536 17.7 ( 14.0 ) 10.4

建   　　 設 13 17 35.5 ( 23.2 ) 0.1 56 63 13.2 ( ▲40.8 ) 0.1

卸売 ・ 小売 202 184 ▲ 8.7 ( 0.1 ) ▲ 0.4 449 505 12.4 ( ▲19.1 ) 0.4

不   動   産 233 268 14.8 ( 101.3 ) 0.8 257 367 42.8 ( ▲28.8 ) 0.8

運　    　輸 327 355 8.6 ( ▲16.9 ) 0.6 633 657 3.9 ( ▲27.0 ) 0.2

電　    　力 933 1,342 43.8 ( 4.8 ) 8.9 4,545 5,725 26.0 ( 39.1 ) 8.6

ガ　　    ス 102 123 20.7 ( 13.7 ) 0.5 148 124 ▲16.3 ( 2.3 ) ▲ 0.2

通信 ・ 情報 144 100 ▲30.2 ( 38.7 ) ▲ 0.9 187 236 26.6 ( ▲26.9 ) 0.4

リ   ー   ス 774 787 1.7 ( ▲ 0.5 ) 0.3 1,259 1,291 2.6 ( 18.8 ) 0.2

サ  ー  ビ  ス 200 285 42.4 ( ▲42.4 ) 1.8 267 214 ▲19.9 ( 50.8 ) ▲ 0.4

その他非製造業 211 187 ▲11.5 ( 553.2 ) ▲ 0.5 305 354 15.9 ( ▲17.6 ) 0.4

全産業（除電力） 3,655 3,637 ▲ 0.5 ( 1.1 ) ▲ 0.4 9,229 8,041 ▲12.9 ( 1.2 ) ▲ 8.6

非製造業(除電力） 2,206 2,307 4.6 ( 6.5 ) 2.2 3,560 3,811 7.1 ( ▲10.4 ) 1.8

2008/2007 (2007/2006)

東  　　   　   　　   北

業　　　　　種

全    産    業　

2008/2007 (2007/2006)

北       　 海        　道
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付属図表２ 地域別・業種別の動向 ② 

（単位：億円、％）

2007年度 2008年度 寄与度 2007年度 2008年度 寄与度

8,738 8,872 1.5 ( 6.5 ) 1.5 64,274 67,913 5.7 ( 2.2 ) 5.7

製    造    業　 5,688 5,568 ▲ 2.1 ( 12.4 ) ▲ 1.4 9,849 12,392 25.8 ( ▲ 8.3 ) 4.0

食　  　  品 537 407 ▲24.3 ( 60.5 ) ▲ 1.5 617 592 ▲ 4.2 ( ▲26.0 ) ▲ 0.0

繊　　    維 10 18 78.4 ( ▲13.5 ) 0.1 21 18 ▲14.4 ( 16.3 ) ▲ 0.0

紙 ･パ ル プ 18 16 ▲10.2 ( ▲64.0 ) ▲ 0.0 94 115 23.1 ( ▲18.6 ) 0.0

化　　    学 434 471 8.5 ( 27.2 ) 0.4 1,227 1,552 26.4 ( 27.5 ) 0.5

石　　    油 117 44 ▲62.4 ( 25.6 ) ▲ 0.8 674 899 33.3 ( ▲31.7 ) 0.3

窯 業 ･土 石 31 37 19.1 ( ▲50.6 ) 0.1 162 201 24.3 ( ▲ 4.5 ) 0.1

鉄　　    鋼 706 477 ▲32.4 ( ▲ 3.9 ) ▲ 2.6 938 841 ▲10.4 ( 41.3 ) ▲ 0.2

非  鉄  金  属 429 734 71.1 ( 20.3 ) 3.5 194 346 78.1 ( ▲ 2.3 ) 0.2

金  属  製  品 99 107 7.8 ( ▲ 7.4 ) 0.1 143 212 47.9 ( 4.3 ) 0.1

一  般  機  械 990 945 ▲ 4.5 ( 36.3 ) ▲ 0.5 1,252 1,969 57.3 ( ▲28.9 ) 1.1

電  気  機  械 1,049 920 ▲12.3 ( 14.0 ) ▲ 1.5 2,052 2,213 7.9 ( ▲ 3.1 ) 0.3

精  密  機  械 187 215 15.2 ( 11.8 ) 0.3 346 421 21.7 ( ▲17.4 ) 0.1

輸 送 用 機 械 725 880 21.4 ( ▲13.3 ) 1.8 1,681 2,472 47.1 ( ▲ 3.8 ) 1.2

うち自動車 711 874 22.9 ( ▲15.0 ) 1.9 1,582 2,353 48.7 ( ▲ 5.3 ) 1.2

その他製造業 356 296 ▲16.8 ( ▲ 5.5 ) ▲ 0.7 449 542 20.7 ( ▲39.5 ) 0.1

非  製  造  業　 3,050 3,304 8.3 ( ▲ 1.7 ) 2.9 54,424 55,521 2.0 ( 4.9 ) 1.7

建   　　 設 41 40 ▲ 2.2 ( ▲17.7 ) ▲ 0.0 419 505 20.4 ( ▲27.3 ) 0.1

卸売 ・ 小売 317 277 ▲12.5 ( ▲28.1 ) ▲ 0.5 1,330 1,422 6.9 ( ▲32.3 ) 0.1

不   動   産 158 331 109.8 ( 1.5 ) 2.0 9,195 7,994 ▲13.1 ( 16.9 ) ▲ 1.9

運　    　輸 596 486 ▲18.5 ( 4.7 ) ▲ 1.3 12,845 12,781 ▲ 0.5 ( 16.7 ) ▲ 0.1

電　    　力 973 1,252 28.8 ( 6.1 ) 3.2 4,960 5,465 10.2 ( 21.5 ) 0.8

ガ　　    ス 113 94 ▲17.0 ( ▲20.4 ) ▲ 0.2 1,275 1,519 19.2 ( 3.0 ) 0.4

通信 ・ 情報 103 113 9.8 ( ▲16.5 ) 0.1 5,846 5,888 0.7 ( 1.6 ) 0.1

リ   ー   ス 445 459 3.2 ( ▲ 7.0 ) 0.2 17,202 18,855 9.6 ( ▲16.9 ) 2.6

サ  ー  ビ  ス 202 241 19.4 ( 11.1 ) 0.4 1,305 1,064 ▲18.5 ( 13.3 ) ▲ 0.4

その他非製造業 102 9 ▲90.7 ( 31.6 ) ▲ 1.1 47 27 ▲42.3 ( ▲ 4.3 ) ▲ 0.0

全産業（除電力） 7,765 7,620 ▲ 1.9 ( 6.6 ) ▲ 1.7 59,314 62,448 5.3 ( 0.4 ) 4.9

非製造業(除電力） 2,077 2,052 ▲ 1.2 ( ▲ 5.4 ) ▲ 0.3 49,464 50,055 1.2 ( 2.9 ) 0.9

2008/2007 (2007/2006)
業　　　　　種

北　  関 　 東　  甲 　 信 首　　　　　都　　　　　圏

2008/2007 (2007/2006)

全    産    業　
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付属図表２ 地域別・業種別の動向 ③ 

2007年度 2008年度 寄与度 2007年度 2008年度 寄与度

5,083 5,725 12.6 ( 13.3 ) 12.6 27,318 27,750 1.6 ( 1.5 ) 1.6

製    造    業　 2,486 2,398 ▲ 3.6 ( 6.6 ) ▲ 1.7 20,051 20,519 2.3 ( 0.1 ) 1.7

食　  　  品 23 28 22.0 ( ▲59.7 ) 0.1 193 216 12.0 ( ▲22.0 ) 0.1

繊　　    維 170 118 ▲30.7 ( 47.9 ) ▲ 1.0 36 41 14.0 ( ▲26.9 ) 0.0

紙 ･パ ル プ 72 63 ▲11.6 ( ▲17.9 ) ▲ 0.2 472 416 ▲12.0 ( 24.6 ) ▲ 0.2

化　　    学 351 479 36.4 ( ▲ 7.4 ) 2.5 783 888 13.4 ( 2.3 ) 0.4

石　　    油 0 0 － ( － ) － 81 215 167.2 ( ▲42.4 ) 0.5

窯 業 ･土 石 87 131 50.7 ( 1.0 ) 0.9 608 461 ▲24.1 ( 5.7 ) ▲ 0.5

鉄　　    鋼 92 62 ▲32.7 ( ▲ 1.2 ) ▲ 0.6 564 915 62.2 ( ▲33.7 ) 1.3

非  鉄  金  属 104 108 4.4 ( 35.3 ) 0.1 239 327 36.6 ( 10.4 ) 0.3

金  属  製  品 180 218 21.2 ( ▲ 1.1 ) 0.7 120 112 ▲ 6.5 ( 23.8 ) ▲ 0.0

一  般  機  械 463 415 ▲10.3 ( 3.4 ) ▲ 0.9 898 760 ▲15.4 ( ▲ 5.7 ) ▲ 0.5

電  気  機  械 589 452 ▲23.2 ( 26.0 ) ▲ 2.7 4,051 2,860 ▲29.4 ( 0.3 ) ▲ 4.4

精  密  機  械 5 3 ▲37.5 ( 72.1 ) ▲ 0.0 83 162 94.7 ( 64.2 ) 0.3

輸 送 用 機 械 123 107 ▲13.4 ( ▲14.6 ) ▲ 0.3 11,555 12,677 9.7 ( 1.7 ) 4.1

うち自動車 96 94 ▲ 1.7 ( ▲ 7.3 ) ▲ 0.0 10,940 11,933 9.1 ( 1.9 ) 3.6

その他製造業 228 212 ▲ 6.8 ( 8.7 ) ▲ 0.3 368 470 27.6 ( 14.0 ) 0.4

非  製  造  業　 2,597 3,327 28.1 ( 20.5 ) 14.4 7,267 7,231 ▲ 0.5 ( 6.2 ) ▲ 0.1

建   　　 設 10 16 56.5 ( ▲42.7 ) 0.1 58 79 35.6 ( 26.4 ) 0.1

卸売 ・ 小売 141 73 ▲48.0 ( 41.2 ) ▲ 1.3 482 297 ▲38.4 ( ▲ 4.9 ) ▲ 0.7

不   動   産 73 31 ▲57.4 ( 10.5 ) ▲ 0.8 657 561 ▲14.6 ( ▲21.9 ) ▲ 0.4

運　    　輸 39 46 16.4 ( ▲ 1.5 ) 0.1 905 1,023 13.1 ( 3.9 ) 0.4

電　    　力 1,756 2,527 43.9 ( 31.7 ) 15.2 2,025 1,987 ▲ 1.9 ( 30.8 ) ▲ 0.1

ガ　　    ス 52 26 ▲50.1 ( 29.9 ) ▲ 0.5 583 626 7.5 ( 0.7 ) 0.2

通信 ・ 情報 78 95 22.0 ( ▲19.9 ) 0.3 287 252 ▲12.3 ( 9.7 ) ▲ 0.1

リ   ー   ス 389 397 1.9 ( ▲20.4 ) 0.1 1,836 2,030 10.6 ( ▲ 2.6 ) 0.7

サ  ー  ビ  ス 59 116 97.3 ( ▲23.1 ) 1.1 328 302 ▲ 7.7 ( 37.9 ) ▲ 0.1

その他非製造業 0 0 － ( － ) － 106 73 ▲31.3 ( ▲20.5 ) ▲ 0.1

全産業（除電力） 3,327 3,197 ▲ 3.9 ( 4.1 ) ▲ 2.6 25,293 25,763 1.9 ( ▲ 0.4 ) 1.7

非製造業(除電力） 841 800 ▲ 4.9 ( ▲ 4.5 ) ▲ 0.8 5,242 5,244 0.0 ( ▲ 2.5 ) 0.0

東   　　     　　    海

2008/2007 (2007/2006)

北   　　 　       　 陸

2008/2007 (2007/2006)
業　　　　　種

全    産    業　
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付属図表２ 地域別・業種別の動向 ④ 

（単位：億円、％）

2007年度 2008年度 寄与度 2007年度 2008年度 寄与度

26,057 27,052 3.8 ( 23.3 ) 3.8 12,122 12,273 1.2 ( 4.0 ) 1.2

製    造    業　 9,612 12,503 30.1 ( 23.4 ) 11.1 7,699 7,648 ▲ 0.7 ( ▲ 0.6 ) ▲ 0.4

食　  　  品 356 275 ▲22.8 ( ▲ 2.2 ) ▲ 0.3 90 86 ▲ 3.7 ( ▲32.4 ) ▲ 0.0

繊　　    維 102 126 23.5 ( ▲34.1 ) 0.1 454 412 ▲ 9.2 ( 411.5 ) ▲ 0.3

紙 ･パ ル プ 79 64 ▲19.8 ( 17.6 ) ▲ 0.1 99 198 99.4 ( ▲56.4 ) 0.8

化　　    学 888 1,167 31.5 ( ▲ 3.8 ) 1.1 1,482 1,633 10.2 ( 3.6 ) 1.2

石　　    油 218 281 28.8 ( 217.9 ) 0.2 164 376 129.8 ( ▲11.9 ) 1.8

窯 業 ･土 石 720 1,365 89.6 ( ▲ 6.0 ) 2.5 111 172 55.7 ( 26.9 ) 0.5

鉄　　    鋼 2,454 2,196 ▲10.5 ( 44.1 ) ▲ 1.0 1,107 1,522 37.5 ( 1.6 ) 3.4

非  鉄  金  属 336 378 12.5 ( 115.4 ) 0.2 140 114 ▲18.5 ( ▲45.8 ) ▲ 0.2

金  属  製  品 186 196 5.4 ( 5.4 ) 0.0 50 24 ▲52.3 ( 52.2 ) ▲ 0.2

一  般  機  械 861 1,253 45.6 ( 21.9 ) 1.5 292 325 11.5 ( 32.0 ) 0.3

電  気  機  械 2,392 4,039 68.9 ( 40.2 ) 6.3 2,274 1,304 ▲42.7 ( ▲ 2.7 ) ▲ 8.0

精  密  機  械 95 96 0.8 ( ▲ 3.3 ) 0.0 28 27 ▲ 3.1 ( ▲32.7 ) ▲ 0.0

輸 送 用 機 械 514 695 35.2 ( 40.4 ) 0.7 1,203 1,209 0.5 ( ▲10.6 ) 0.1

うち自動車 387 503 30.1 ( 55.6 ) 0.4 986 946 ▲ 4.1 ( ▲15.5 ) ▲ 0.3

その他製造業 411 372 ▲ 9.3 ( ▲14.4 ) ▲ 0.1 208 246 18.5 ( ▲27.2 ) 0.3

非  製  造  業　 16,445 14,548 ▲11.5 ( 23.2 ) ▲ 7.3 4,422 4,625 4.6 ( 13.8 ) 1.7

建   　　 設 213 236 11.3 ( 24.8 ) 0.1 93 49 ▲47.4 ( 11.4 ) ▲ 0.4

卸売 ・ 小売 1,120 1,400 25.0 ( 43.1 ) 1.1 419 575 37.5 ( 51.8 ) 1.3

不   動   産 4,492 2,035 ▲54.7 ( 73.8 ) ▲ 9.4 100 125 24.1 ( ▲44.3 ) 0.2

運　    　輸 2,913 2,071 ▲28.9 ( 35.9 ) ▲ 3.2 193 191 ▲ 1.3 ( ▲ 5.9 ) ▲ 0.0

電　    　力 1,875 2,665 42.2 ( 17.2 ) 3.0 1,934 1,999 3.3 ( 49.2 ) 0.5

ガ　　    ス 475 515 8.4 ( ▲ 5.1 ) 0.2 157 195 24.2 ( ▲16.7 ) 0.3

通信 ・ 情報 707 755 6.8 ( 17.3 ) 0.2 234 232 ▲ 1.2 ( ▲28.5 ) ▲ 0.0

リ   ー   ス 4,175 4,389 5.1 ( ▲19.5 ) 0.8 1,141 1,174 2.9 ( ▲12.0 ) 0.3

サ  ー  ビ  ス 460 452 ▲ 1.8 ( ▲ 9.1 ) ▲ 0.0 136 58 ▲57.0 ( 21.7 ) ▲ 0.6

その他非製造業 16 30 84.9 ( ▲ 9.9 ) 0.1 14 27 93.2 ( 43.7 ) 0.1

全産業（除電力） 24,183 24,387 0.8 ( 24.0 ) 0.8 10,187 10,274 0.9 ( ▲ 2.0 ) 0.7

非製造業(除電力） 14,571 11,883 ▲18.4 ( 24.6 ) ▲10.3 2,488 2,626 5.5 ( ▲ 6.7 ) 1.1

中   　　　　         国

2008/2007 (2007/2006) 2008/2007 (2007/2006)

関　　　　　　　　　　西

業　　　　　種

全    産    業　
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付属図表２ 地域別・業種別の動向 ⑤ 

（単位：億円、％）

2007年度 2008年度 寄与度 2007年度 2008年度 寄与度

5,250 5,223 ▲ 0.5 ( 13.3 ) ▲ 0.5 14,284 14,041 ▲ 1.7 ( 26.5 ) ▲ 1.7

製    造    業　 3,084 3,156 2.3 ( 16.1 ) 1.4 7,558 6,941 ▲ 8.2 ( 37.1 ) ▲ 4.3

食　  　  品 56 60 8.3 ( ▲55.0 ) 0.1 260 251 ▲ 3.8 ( ▲31.0 ) ▲ 0.1

繊　　    維 43 66 54.6 ( ▲16.8 ) 0.4 2 1 ▲15.3 ( ▲25.1 ) ▲ 0.0

紙 ･パ ル プ 1,135 595 ▲47.6 ( 122.2 ) ▲10.3 155 102 ▲34.1 ( ▲ 7.5 ) ▲ 0.4

化　　    学 650 930 43.0 ( ▲24.6 ) 5.3 376 445 18.3 ( ▲18.2 ) 0.5

石　　    油 132 279 111.6 ( 17.1 ) 2.8 48 28 ▲41.4 ( 247.2 ) ▲ 0.1

窯 業 ･土 石 16 20 24.3 ( 69.1 ) 0.1 173 196 13.1 ( ▲ 9.7 ) 0.2

鉄　　    鋼 22 17 ▲20.5 ( 28.3 ) ▲ 0.1 212 305 43.6 ( ▲59.3 ) 0.6

非  鉄  金  属 209 245 17.4 ( 36.6 ) 0.7 1,592 1,642 3.1 ( 59.4 ) 0.3

金  属  製  品 2 7 187.4 ( ▲68.2 ) 0.1 23 30 29.7 ( 26.1 ) 0.0

一  般  機  械 205 208 1.2 ( 19.1 ) 0.0 966 803 ▲16.9 ( 184.2 ) ▲ 1.1

電  気  機  械 421 405 ▲ 3.7 ( ▲19.2 ) ▲ 0.3 1,555 1,072 ▲31.0 ( 52.1 ) ▲ 3.4

精  密  機  械 2 1 ▲35.1 ( 143.4 ) ▲ 0.0 382 294 ▲22.9 ( 25.8 ) ▲ 0.6

輸 送 用 機 械 95 182 91.2 ( 99.0 ) 1.7 1,679 1,575 ▲ 6.2 ( 75.6 ) ▲ 0.7

うち自動車 6 8 36.0 ( 48.4 ) 0.0 1,340 1,224 ▲ 8.6 ( 65.8 ) ▲ 0.8

その他製造業 95 139 46.0 ( ▲15.8 ) 0.8 135 199 47.0 ( ▲46.9 ) 0.4

非  製  造  業　 2,166 2,067 ▲ 4.6 ( 9.6 ) ▲ 1.9 6,726 7,100 5.6 ( 15.6 ) 2.6

建   　　 設 21 20 ▲ 5.3 ( 60.3 ) ▲ 0.0 75 44 ▲41.0 ( ▲29.8 ) ▲ 0.2

卸売 ・ 小売 302 288 ▲ 4.8 ( 1.1 ) ▲ 0.3 633 467 ▲26.2 ( 4.2 ) ▲ 1.2

不   動   産 64 37 ▲42.8 ( 58.7 ) ▲ 0.5 437 484 10.7 ( 23.4 ) 0.3

運　    　輸 101 93 ▲ 7.2 ( 20.1 ) ▲ 0.1 770 1,023 32.8 ( 1.8 ) 1.8

電　    　力 870 844 ▲ 3.0 ( 51.7 ) ▲ 0.5 2,192 2,346 7.0 ( 20.6 ) 1.1

ガ　　    ス 130 110 ▲15.3 ( ▲20.8 ) ▲ 0.4 209 191 ▲ 8.8 ( 5.6 ) ▲ 0.1

通信 ・ 情報 128 145 13.1 ( ▲48.6 ) 0.3 329 370 12.6 ( ▲13.4 ) 0.3

リ   ー   ス 450 477 5.8 ( ▲ 5.8 ) 0.5 1,565 1,603 2.4 ( 13.8 ) 0.3

サ  ー  ビ  ス 49 24 ▲51.2 ( 23.7 ) ▲ 0.5 497 545 9.8 ( 106.0 ) 0.3

その他非製造業 50 30 ▲40.4 ( 9.3 ) ▲ 0.4 20 26 33.9 ( 0.3 ) 0.0

全産業（除電力） 4,380 4,379 ▲ 0.0 ( 7.6 ) ▲ 0.0 12,092 11,695 ▲ 3.3 ( 27.8 ) ▲ 2.8

非製造業(除電力） 1,296 1,223 ▲ 5.6 ( ▲ 9.5 ) ▲ 1.4 4,534 4,754 4.8 ( 12.9 ) 1.5

全    産    業　

四  　　     　　     国

業　　　　　種
2008/2007 (2007/2006) 2008/2007 (2007/2006)

九   　　    　　     州

 

(注）九州は沖縄県を含まない 
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付属図表２ 地域別・業種別の動向 ⑥ 

 

（単位：億円、％）

2007年度 2008年度 寄与度

267,446 275,301 2.9 ( 6.7 ) 2.9

製    造    業　 106,150 112,641 6.1 ( 5.6 ) 2.4

食　  　  品 5,058 5,054 ▲ 0.1 ( ▲ 4.6 ) ▲ 0.0

繊　　    維 938 924 ▲ 1.6 ( 56.9 ) ▲ 0.0

紙 ･パ ル プ 3,790 2,553 ▲32.6 ( 20.9 ) ▲ 0.5

化　　    学 13,119 14,819 13.0 ( 7.7 ) 0.6

石　　    油 2,656 3,354 26.3 ( ▲17.9 ) 0.3

窯 業 ･土 石 3,229 3,589 11.2 ( 12.8 ) 0.1

鉄　　    鋼 8,933 9,400 5.2 ( 7.9 ) 0.2

非  鉄  金  属 4,729 4,831 2.2 ( 40.6 ) 0.0

金  属  製  品 1,180 1,367 15.9 ( 3.9 ) 0.1

一  般  機  械 10,212 11,994 17.5 ( 6.4 ) 0.7

電  気  機  械 22,940 21,966 ▲ 4.2 ( 7.4 ) ▲ 0.4

精  密  機  械 2,377 2,438 2.6 ( 15.3 ) 0.0

輸 送 用 機 械 21,832 25,186 15.4 ( 2.1 ) 1.3

うち自動車 20,053 22,955 14.5 ( 1.1 ) 1.1

その他製造業 5,157 5,167 0.2 ( ▲14.5 ) 0.0

非  製  造  業　 161,296 162,660 0.8 ( 7.4 ) 0.5

建   　　 設 2,433 2,730 12.2 ( 6.8 ) 0.1

卸売 ・ 小売 11,368 12,677 11.5 ( 3.4 ) 0.5

不   動   産 20,403 14,684 ▲28.0 ( 24.8 ) ▲ 2.1

運　    　輸 26,203 24,767 ▲ 5.5 ( 20.4 ) ▲ 0.5

電　    　力 22,248 26,465 19.0 ( 26.4 ) 1.6

ガ　　    ス 3,328 3,624 8.9 ( 0.2 ) 0.1

通信 ・ 情報 26,253 27,078 3.1 ( ▲ 5.8 ) 0.3

リ   ー   ス 43,520 45,099 3.6 ( ▲ 5.9 ) 0.6

サ  ー  ビ  ス 4,599 4,699 2.2 ( 3.5 ) 0.0

その他非製造業 942 837 ▲11.1 ( 15.3 ) ▲ 0.0

全産業（除電力） 245,198 248,837 1.5 ( 5.0 ) 1.4

非製造業(除電力） 139,048 136,195 ▲ 2.1 ( 4.5 ) ▲ 1.1

業　　　　　種

全    産    業　

全      　　          国

2008/2007 (2007/2006)

 

(注）全国は都道府県別投資未回答会社と沖縄県の計数を含む
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  付属図表３ 地域別シェア 

 

［全産業］
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（注）１．本グラフにおける九州には、沖縄県の投資額を含めている。 

２．四捨五入の関係で、構成比の合計が100％にならない場合がある。 
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